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開議 午前１０時００分 

 

◎開議の宣告 

○議長（植木弘行君） おはようございます。 

  散会前に引き続き本日の会議を開きます。 

  ただいまの出席議員は31名であります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎議事日程の報告 

○議長（植木弘行君） 本日の議事日程はお手元に

配付のとおりであります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎市政一般質問 

○議長（植木弘行君） 日程第１、市政一般質問を

行います。 

  発言通告者に対し、順次発言を許します。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 関 谷 暢 之 君 

○議長（植木弘行君） 初めに、19番、関谷暢之君。 

〔１９番 関谷暢之君登壇〕 

○１９番（関谷暢之君） おはようございます。 

  議席19番、関谷暢之でございます。 

  質問戦も本日３日目を迎えまして、執行部の皆

様も、いよいよもって滑らかな答弁が期待できる

ものと思っております。 

  それでは、さきに提出いたしました一般質問通

告書に従いまして、本日、大きく３項目について

一般質問をさせていただきます。 

  まずは、大きな項目の１番、教育行政について。 

  井上新教育長におかれましては、４月１日の就

任以来、まさに東奔西走、極めて多忙ながら精力

的な毎日をお過ごしと拝察いたしております。 

  近年の公教育は大きな岐路に立ち、取り巻く環

境、制度、方向性をも含め混迷の感は否めずとも、

空白や停滞は決して許されない教育行政であるが

ゆえに、教育長には確固たる理念、柔軟な発想、

時には瞬時の決断を下す判断力などが求められて

いくことと思われます。 

  本市の教育行政も直面する課題は山積しており、

教育現場の第一線から教育行政の最高執行責任者

となられた井上教育長のかじ取り、今後の施策に

は大いに注目をするところであります。 

  そこで伺うものであります。 

  ⑴新教育長の教育行政について。 

  ①新教育長の所信を那須塩原市の特色ある教育

施策という見地からお伺いをいたします。 

  ②本市教育行政の課題について、教育長の所感

をお伺いいたします。 

  ③教育関連三法改正について、教育長の所感を

お伺いいたします。 

  次に、⑵学校施設整備について。 

  ①市内小中学校施設において、老朽化、狭隘等

の事由により早急な改善が求められている施設を

伺うものです。 

  ②耐震診断並びに関係工事のスケジュールと事

業費の概算及び補助率など財源について伺います。 

  ③自然・社会構造の事由による学校施設改修と

耐震関係工事、さらには学区審議会答申との総合

調整の時期並びにその方法をお伺いいたします。 

  続いて、⑶県立高校再編後期計画における中高

一貫校への取り組みについて。 

  ①教育長の中高一貫校に関する所感をお伺いい

たします。 

  ②県立高校再編後期計画に対し、市内高校への

見解とこれまでの調査研究、協議などの取り組み
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を伺います。 

  ③当市において黒磯高校は、中高一貫校の有力

候補校となり得る条件を備えていると思われるが、

積極的な誘致活動への考えをお伺いいたします。 

  教育行政の最後として、⑷那須塩原市立小中一

貫校について。 

  ①教育長の小中一貫校に関する所感をお伺いい

たします。 

  ②黒磯小学校と黒磯中学校の児童生徒数の推移

と今後の見通し、並びに教室等の使用状況をお伺

いいたします。 

  ③21世紀の当市に求められている教育施策の一

環として、県立黒磯中高一貫校構想と市立黒磯小

中一貫校構想を県と市の協働による総合的な教育

施策としてとらえ、取り組んではどうか、見解を

伺います。 

  次に、大きな項目の２番、福祉行政について。 

  ⑴那須塩原市地域福祉計画についてということ

でお伺いいたします。 

  社会福祉法第107条による法定計画の地域福祉

計画が、本市においても間もなく策定完了されよ

うとしております。本計画は、近年のさまざまな

社会情勢の変化に伴い、これからの福祉を地域の

実情に即して、地域みずからが担おうとする計画

であり、市民参画がそのかぎとされております。

行政課題の中でも最重要課題とも言える福祉分野

の根幹をなす計画であり、その内容と実効性が注

視されるところであります。 

  そこで、お伺いをいたします。 

  ①計画策定の過程における策定委員以外の市民

参加への取り組み、考え方についてお伺いいたし

ます。また、パブリックコメントの結果について

の所感を伺います。 

  ②地域福祉の中心的担い手として社会福祉協議

会の機能強化を掲げているが、地区社会福祉協議

会の構想の詳細を伺います。 

  ③地域福祉ネットワークについて、その構築の

手法と内容を伺います。 

  ④福祉サービス事業者育成への構想と、第三者

評価事業の現況と展望をお伺いいたします。 

  ⑤地域福祉は地域住民の参加を前提としている

が、その構想と手法をお伺いいたします。 

  最後に、大きな項目の３番、入札制度改革につ

いて。 

  ⑴入札制度改革と適正運用についてということ

でお伺いいたします。 

  近年、公共工事の受発注に係る大規模な談合事

件の摘発が相次ぎ、入札談合への社会的批判は大

きな世論を生み、公共事業の検証と入札制度改革

を全国的に進める結果となっております。 

  本市においても現在改革に取り組んでいるさな

か、さまざまな見地から社会的責務にこたえ得る

制度改革と運用がなされることを求め、お伺いを

いたします。 

  ①昨年度の予定価格の公表等に続く、本市にお

ける今年度の入札制度の改革点をお伺いいたしま

す。 

  ②指名競争入札における指名選考の方法と基準、

並びに優遇措置等の特例要件をお伺いいたします。 

  また、那須塩原市建設工事請負業者選定要綱と

運用基準の履行状況を伺うものです。 

  ③工種により格付設定を設けていないが、その

理由と基準を伺います。 

  ④低入札に対する本市の対応と所感をお伺いい

たします。 

  ⑤総合評価方式の導入検討に当たり、その詳細

をお伺いいたします。 

  ⑥入札制度改革への対応をかんがみ、契約検査

課に課せられた課題と展望についてお伺いをいた

します。 
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  以上が１回目の質問であります。明快なご答弁

をよろしくお願いいたします。 

○議長（植木弘行君） 19番、関谷暢之君の質問に

対し、答弁を求めます。 

  市長。 

〔市長 栗川 仁君登壇〕 

○市長（栗川 仁君） おはようございます。 

  関谷暢之議員の市政一般質問にお答えをいたし

ます。 

  私からは、福祉行政についてお答えをさせてい

ただきます。 

  ⑴の①でございますけれども、地域福祉計画策

定に係る市民参加の状況についてでありますが、

自治会組織や女性団体などの市民が組織する団体

の代表等で組織した地域福祉計画策定委員会の審

議以外につきましては、市民の意識調査を実施し

たほか、計画の骨子案及び計画の素案についてパ

ブリックコメントを実施いたしました。 

  パブリックコメントの結果につきましてですが、

骨子案に対する意見の提出はなく、素案に対しま

しては２名より３件の意見の提出がありましたが、

計画に盛り込まれている意見であったため、修正

は行いませんでした。 

  ②の地区社会福祉協議会についてでありますが、

現在、市内に12地区に設置されており、地域にお

ける福祉活動の推進に当たっているところであり

ます。 

  地区社会福祉協議会の果たす役割は大きいこと

から、所管する市社会福祉協議会との連携を図る

とともに、市社会福祉協議会が策定をいたします

市地域福祉活動計画に基づく事業を支援してまい

りたいと考えております。 

  ③につきましては、地域福祉ネットワークの構

築についてでございますけれども、地域支援を必

要とする方の実情に応じた取り組みを、市社会福

祉協議会を初め自治会組織、民生委員、児童委員、

福祉事業関係者などと十分に連携を図りながら推

進してまいりたいと考えております。 

  ④事業者の育成についてでありますが、情報提

供や交流の充実を図るとともに、技術の専門化、

多様化する福祉サービスの需要に対応するため、

福祉サービスを担う人材の育成や、技術力の向上

を目的とする研修の充実と実施について、関係機

関と協議をしていきたいと考えております。 

  第三者評価事業についてでありますが、平成18

年度は２カ所の児童福祉施設で実施をいたしてい

ます。 

  今後の展望についてでありますが、サービス選

択の客観性や質の高い福祉サービスの確保に有効

な手段の一つと考えていることから、福祉サービ

ス事業者の意向に配慮しながら、取り組みを働き

かけていきたいと考えております。 

  なお、公立の保育園につきましては、導入に向

け検討しているところであります。 

  ⑤の住民参加の構想と手法についてであります

が、地域福祉はお互いに助け合うという共助の意

識と地域住民の理解、自主的な参加、協力が不可

欠でありますので、地域の福祉施策に密接に関係

しております市社会福祉協議会を初め、自治会組

織、民生委員、児童委員、ボランティア団体など

と十分連携を図りながら、地域住民がそれぞれの

活動を通じてお互いに支え合う地域福祉が推進で

きるよう働きかけるとともに、地域の福祉活動に

関する情報の提供や、情報交換の機会を提供する

など、支援に努めてまいりたいと考えております。 

  このほかにつきましては、教育長、教育部長、

総務部長より答弁をいたさせます。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） おはようございます。 

  私から、１の教育行政についての①、②、③を
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お答えいたします。 

  まず、①、②あわせてお答えいたします。 

  学校教育関係においての課題は、人間関係を築

けない子供や、社会的責任を果たせない青年がふ

えているということが挙げられると思います。 

  本市では、課題の解決に向けて、昨年度から本

格的に、人格の基礎づくりを人づくり教育として

推進しております。学力ばかりでなく体力の向上、

社会力や豊かな心の育成にも努めておるところで

ございます。 

  今年度からは、市内に10校ほど中学校がありま

すが、中学校区ごとの小中連携事業を新規に立ち

上げました。これは、中一ギャップ、中一プロブ

レム等の問題解決も含めて、学区の実態を踏まえ、

小中学校が協力し、義務教育９年間を通しての人

づくり教育をさらに進めてまいりたいと思ってお

ります。子供たちが自分の夢や希望を持ち、社会

の一員としての責任を果たせるよう、人格育成の

ための基盤づくりを進めておるところでございま

す。 

  人づくりは、活力あふれる教員の協働性や連帯

感から生まれるものであると、こんなふうに考え

ております。学校長のリーダーシップのもと、学

校は組織ということをしっかりと認識した、豊か

な人間性を備えた教師集団の力が、人づくり教育

推進の原動力になると思っております。 

  また、学校というやや閉鎖された枠組みでとら

える教育は、現在の教育界を取り巻く複雑な社会

環境のもとで、機能を十分には果たせないものと

思います。開かれた学校を目指して、家庭や地域

にも幅広い視野を持ち、行動力のある教職員であ

ることが大切になってくると思っております。 

  社会教育関係においては、青少年の問題行動や

家庭教育の充実が課題として挙げられております。 

  今年度は特に家庭教育支援事業や学社連携・融

合事業、洋上学習等に力を入れ、課題解決に当た

りたいと考えております。 

  また、心豊かで生きがいのある生涯学習社会の

形成を目指し、地域で子供を育てる環境づくりの

ための家庭、学校、地域の連携の強化や青少年活

動の充実、関係諸団体等の支援に努めてまいりた

いと思っております。 

  社会体育関係においては、市民主体の活動に対

する支援や指導者の育成とともに、施設の充実や

スポーツに楽しめる環境づくりが課題となってい

ます。 

  そのため、スポーツ団体の育成と支援、指導者

の育成・強化、施設の整備を通しまして、スポー

ツを楽しめる環境づくりに努めていきます。そし

て、平成20年度にスポーツ振興基本計画を策定し

まして、本市の生涯スポーツの振興が総合的、計

画的に推進できるように考えております。 

  次に、③の教育関連三法改正を受けてでござい

ますが、教育委員会、学校、家庭及び地域社会が

緊密に連携協力し、それぞれの責務をしっかりと

果たしていくことが、今、私たちに求められてい

ることだと考えております。 

  現在、本市教育委員会でも、未来を担うすべて

の子供たちに対して、いかにして充実した質の高

い教育の機会を保障できるかを考え、教職員の質

の向上を考えた研修会や市教委による学校訪問、

そして市採用教員の導入等を積極的に推進してい

るところでございます。 

  今後も新しい時代にふさわしい教育を力強く総

力を上げて進めていかなければならないものと、

こんなふうに考えております。 

  次に、教育行政の⑶県立高校再編後期計画にお

ける中高一貫校への取り組みについてでございま

すが、この件に関しましては、31番、松原議員に

お答えしたとおりでございますので、これで終わ
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りにしたいと思います。 

  教育行政⑷の那須塩原市立小中一貫校について、

①、②、③とありますが、①と③についてまとめ

てお答えいたします。 

  小中一貫校では、９年間を見通して、系統的、

継続的な学習指導や生徒指導、子供たちの発達や

興味、関心に応じた指導が展開できるという特徴

がありますが、新たな施設の整備や隣接校舎間の

移動、教職員の配置や交流の問題など課題も多々

あります。 

  本市におきましては、昨年度より文科省から生

徒指導総合連携推進事業の指定を受けている黒磯

北中学校区及び日新中学校区で、小中学校の連携

のもとに児童生徒指導の研究が進められておりま

すが、本年度より市教育委員会の研究指定としま

して、東那須野中学校区、西那須野中学校区を対

象に、義務教育９年間を通しての人づくり教育の

実践を目指し、中学校区ごとの小中学校連携推進

事業を新規に立ち上げたところでございます。今

後、それぞれの残りの中学校区において、９年間

を通して育てたい子供像を明確にし、共通の課題

解決に向けた一貫性のある系統的な教育活動を検

討して実践する予定でおります。 

  なお、黒磯中学校区も含め平成23年度までに市

内すべての中学校区において、中学校区ごとの小

中学校連携推進事業の指定をする予定でございま

すので、この事業の推進を通してさまざまな検討

を加えてまいりたいと考えております。 

  次に、②の黒磯小学校と黒磯中学校の児童生徒

数の推移と今後の見通し、並びに教室等の使用状

況についてですが、黒磯小学校の児童数は、今年

度316名でございます。来年度以降微減の傾向で、

５年後の平成23年度は292名の児童数が見込まれ

ております。 

  また、黒磯中学校の生徒は、今年度280名でご

ざいます。来年度以降、これも微減傾向で、５年

後の平成23年度は250名の生徒数が見込まれてお

ります。 

  なお、教室等の使用状況は、黒磯小学校、黒磯

中学校ともに、空き教室を個別指導や特別活動、

総合的な学習の時間等に活用できる特別教室とし

て最大限に現在使用しているところでございます。 

  以上、私からの答弁を終わります。 

○議長（植木弘行君） 教育部長。 

○教育部長（君島富夫君） それでは、⑵の学校施

設整備につきまして、①から③まで一括してお答

えをしたいと思います。 

  那須塩原市の小中学校施設の建築棟数は、校舎

が127棟、体育館が41棟であります。そのうち校

舎55棟、体育館の30棟が、昭和56年以前に建築さ

れている建物であります。耐震性が確認されてい

ない建物でありますので、文部科学省は、学校施

設の耐震化を最優先課題に掲げており、当市にお

きましても学校施設の耐震化を計画的に推進する

ため、平成18年度に那須塩原市耐震化推進計画を

策定したところでございます。この計画に基づき

まして、18年度に校舎29棟、体育館11棟で耐震診

断を実施しました。また、今年度で残りの校舎26

棟、体育館19棟を実施し、すべて終了する予定に

なっております。 

  今後は、耐震診断の結果がすべて出た時点で、

耐震補強や改築、あるいは改修等の耐震化工事の

内容を判断し、平成20年度に予定されております

学区審議会の答申を踏まえた中で、優先順位を決

定していく予定であります。 

  耐震化工事は、財政状況により変動する可能性

もありますけれども、おおむね15年をかけて実施

する予定であります。その中で、老朽化、狭隘な

学校施設の改修等につきましては、この耐震化工

事の中でしていくことになります。 
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  財源につきましては、主に文科省の補助事業を

活用する予定でありまして、補助率は３分の１に

なっております。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） 総務部長。 

○総務部長（田辺 茂君） 私からは、入札制度改

革についてお答えをいたします。 

  入札制度改革と運用について、①の今年度の入

札制度の改革点でありますが、談合等不正行為の

排除、競争性の向上、受注機会の拡大及び業務の

効率化を図るため、条件付一般競争入札、総合評

価方式、電子入札を一部試行導入するものでござ

います。条件付一般競争入札、電子入札について

は６月から、総合評価方式については10月から順

次実施する方向で、現在準備を進めております。 

  次に、②の指名選考方法と基準、優遇措置につ

いてでありますが、那須塩原市建設工事請負業者

選定要綱、同じく那須塩原市建設工事請負契約に

係る指名基準の運用基準及び建設工事請負業者指

名選定方針に基づき、特定の有資格者に偏らない

よう総合的に勘案し、指名業者選考会議において

選定をしております。優遇措置といたしましては、

優良業者、災害協力者について指名回数をふやす

措置をとっております。 

  次に、選定要綱及び運用基準の履行状況につい

てでありますが、平成17年度につきましては、要

綱第12条第１号の不誠実な行為の有無については

１社、同条第５号、手持ち工事状況については延

べ７社を適用しております。また、平成18年度に

つきましては、要綱第12条第３号、工事成績等に

ついては延べ４社、同条第５号、手持ち工事につ

いては延べ11社、同条第７号、安全管理の状況に

ついては延べ３社をそれぞれ適用しております。 

  次に、③の格付を行っていない理由、基準につ

いてでありますが、塗装工事など発注が全く見込

めない工種、とび、土工、コンクリート工事、内

装仕上げ工事等、発注見込み件数が僅少の工事に

ついては格付を行っておりません。 

  次に、④の低入札に対する対応、所感について

は、低入札価格取扱要綱に基づき事情聴取、調査

をし、低入札調査委員会にて決定をしております。

しかしながら、今後、低入札価格の増加が懸念さ

れるため、調査基準価格等の判断基準の設定等と

その運用について研究をしているところでござい

ます。 

  次に、⑤の総合評価方式導入検討については、

価格と品質が総合的にすぐれた調達を行うため、

評価方法や評価基準、学識経験者の意見聴取など

について、県の関係課と協議を行っているところ

であります。 

  次に、⑥の課題と展望についてでありますが、

公共工事の入札、契約の適正化や品質の確保がよ

り一層求められることを踏まえ、適切な発注シス

テムを構築することが急務でございます。 

  今後は、導入に必要な条件整備を行い、条件付

一般競争入札、総合評価方式の拡大を進めてまい

りたいというふうに考えております。 

  以上で答弁を終わります。 

○議長（植木弘行君） 19番、関谷暢之君。 

○１９番（関谷暢之君） それでは、順次再質問に

入らせていただきたいと思います。 

  まず、教育関係でありますけれども、まず施設

面の整備についてということで伺っていきたいと

思います。 

  ご答弁いただきましたように、さまざまな事由

による改修、施設整備というものが求められてい

る中で、どうしてもこの耐震関係、あるいはこの

学区審議会の答申というものを待つという中で、

既に従前から老朽化、あるいは学校規模に対して

施設が狭いというような、非常に不便を来してい
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るような中の工事も、こうした中で遅延していく

というような状況にもあろうかと思います。この

辺を、もちろん20年の学区審議会の答申を受けて、

そこで優先順位をということでありますけれども、

部局として大まかにその辺の指導体制というか準

備というものは、既に始まっているんでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 教育部長。 

○教育部長（君島富夫君） 先ほどもお答えをしま

したように、耐震化工事、これが一番優先される

ものだと思っております。そういう中で、それと

あわせて、ただいま議員指摘ありましたように、

狭隘、あるいは老朽化、古いので言えば昭和42年

建築もありますので、40年経過しと、こういう状

況もあります。そういう中で、そういうものをあ

わせて今後、学区審議会、あるいは耐震化の結果

を受けて総合的に判断をして優先度をつけていき

たい、このように考えております。 

○議長（植木弘行君） 19番、関谷暢之君。 

○１９番（関谷暢之君） そこで、先ほども１期５

年の３期というような形で、耐震化の推進計画と

いうようなものの策定に基づいて、およそ15年ぐ

らいの中でということで、その財源については文

科省の方で、安全・安心な学校づくり交付金とい

うようなものが、昨年でしたかね、適用されてき

ていると思います。 

  以前にやはり耐震関係について、財源について

も、地震が多発していたりして、国交省の補助メ

ニューなんかも時限的に有利なものがあったりと

か、いろんな経緯があったわけなんですけれども、

以前、同じ質問をさせていただいたときに、特例

債の適用はどうかというようなことをただしたこ

とがございます。その折には、現段階では適用で

きるかどうか研究していくというようなことであ

りましたけれども、その辺はどのようになったで

しょうか。 

○議長（植木弘行君） 総務部長。 

○総務部長（田辺 茂君） 合併特例債の件ですの

で、私の方でお答えをさせていただきます。 

  前にもお答えしましたが、本市が発行できる合

併特例債の限度額は383億4,800万円ということで、

18年度の実績でこの執行率が11％ほど、19年度の

当初予算ベースでいきますと25％ぐらいになるん

ではないかというふうに思います。10年間の期限

つきの期間でございますので、財政の単年度ごと

にある程度計画的にバランスのとれた執行をして

いきたいと思いますので、その時点で合併特例債

については、十分、総体的な財政の中で検討して

いきたいというふうに考えています。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 19番、関谷暢之君。 

○１９番（関谷暢之君） そこで、総事業費の概算

といっても余りにも莫大な事業になるので、なか

なかその概算という部分も出しにくいんだと思う

んですが、補助メニューは交付金として３分の１

と、総事業費のどのぐらいになるかお答えいただ

いていないんですけれども、３分の２はいずれに

しても何とかしなくちゃいけないと。特例債を一

部適用するにしても、金額と10年という縛りがあ

る。計画の上では15年、しかも本年度、耐震診断

が済んで、20年の学区審議会の答申も受けて、そ

れからの事業ということになっていくわけですか

ら、当然、その財源の問題ということが今後大き

く負担と課題になってくるだろうというふうに思

っています。その辺について、いかがでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 教育部長。 

○教育部長（君島富夫君） 財源につきましては、

いずれにしましても、市全体の問題になりますの

で、先ほど総務部長がお答えしたとおり、その年

度、振興計画によって計上させていただいて、そ

こで執行すると、こういう形になると思います。 
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  いずれにしましても、その耐震化、診断が出た

結果、どういう耐震工事をするか、あるいは改修

もあわせてするかと、こういうことでございます

ので、そこまで実際には設計をしてみないと数字

はつかめないという状況なので、私の方では現在、

全体事業費がどのくらいある、その辺はつかんで

おりません。 

○議長（植木弘行君） 19番、関谷暢之君。 

○１９番（関谷暢之君） 予算というか、財源のこ

とに関しては年次の中でということでありますけ

れども、恐らくかなりの金額になっていくだろう

ということは想定できるものでありますから、こ

れも一つ耐震という特殊な事情と言ってもいいと

思うんです。そうした中では、そうした財源の準

備というものもひとつ検討してもいいんじゃない

かというふうに思います。これは答弁は結構です。 

  続いて、教育長の答弁に関してということにな

ってきますが、所信等々につきましては、今回初

めての本議会ということで、多くの議員から質問

もなされておりますので、答弁の機会も多々あろ

うということになっております。 

  したがいまして、私の方では、この高校再編の

中高一貫校、そして小中一貫校ということに対し

て再質問ということで伺わせていただきたいと思

います。 

  中高一貫校につきましては、私も前期計画がい

よいよ執行されるというような折に、以前一度伺

っております。その折にも渡辺教育長も、大いに

注視していきたいと、後期計画に対しては見守っ

ていきたいというような答弁をいただいていたわ

けなんですが、昨日、松原議員の質問に対して、

中高一貫校に対しては前向きなとらえ方をしてい

るというふうに受けておりますので、その辺は非

常にいいことかなというふうに思います。 

  あわせて、小中一貫校、現在の取り組み、小中

連携事業等々に積極的に取り組んでおられるとい

うことは、非常に私も賛同すべきところでありま

すけれども、小中一貫校というものに対しての教

育長の認識としては、所感としてはいかがでしょ

うか。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） それでは、お答えします。 

  先ほどの答弁の中にもありましたが、本市で抱

える、本市ばかりでなくて今の小学校、中学校と

のこの義務教育の中に抱える問題としまして、基

本的な生活習慣並びに小学校から中学校に移行す

る際の断絶感というふうな、連続性のないところ

が多々指摘されるところでございます。その中で、

人づくりとして一番重要なところは、やはり教育

の継続性であります。 

  その中で、児童生徒の発達段階から考えますと、

どうしても小学校は１年生から４年生というふう

な形が、一つの生活習慣並びに今後の基本的生活

習慣の土台づくり、人間関係の土台づくりに当た

るところだと、こんなふうに私どもでは認識して

おります。次に、中学校と小学校の連携の一番か

なめのところで、５年生、６年生、そしてそこで

団結のない１年生との連携ということで、そこに

小中のしっかりとしたつながりができていくかと。

その土台を踏まえまして、２年生、３年生でキャ

リアにつながていくという、将来の職業人として、

社会人として、自分をどういうふうに見ていくか

と、こんなふうな流れを私どもでとらえていると

ころでございます。 

  そのために小中連携というのを本市では新規事

業も立ち上げながら推進しているところなんです

が、これはやはり全小中学校で、その地域の実態

を踏まえながら、特色を出しながらの小中連携を

進めていくというふうな、こんな考えを校長会と、

それから地域と進めていくと、こんなふうなのが
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私の考えでございます。 

○議長（植木弘行君） 19番、関谷暢之君。 

○１９番（関谷暢之君） よくわかります。一般論

的な話にはなりますけれども、那須塩原市の中で

も、塩原のような若干地理的に特殊な事情という

ような中で、小中一貫校というものも検討されて

いるわけですが、一般論として小中一貫校という

ものに対してよしとしているか、その辺の考え方

をもう一度聞かせてください。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） ただいまの質問に関しま

しては、近い将来、ないしは遠い将来になるかど

うかは不明でございますが、小中連携推進事業を

今後５年間進めていく中において、課題等が出て

きますが、私としては、同一敷地内の中でその学

校規模と地域の実情に応じて進められるところは、

やはり一貫校という形での存在も必要であるかと、

こういうふうにも考えております。 

○議長（植木弘行君） 19番、関谷暢之君。 

○１９番（関谷暢之君） 大いに結構でございます。 

  そこで、今回、この黒磯小学校、黒磯中学校、

そして黒磯高校というものを私、取り上げさせて

いただきました。この伝統ある、合併いたしまし

たので、黒磯というあれはなくなったわけですけ

れども、「黒磯」と名のつく小中高が隣接してあ

るというような、まさにこの文教エリアと呼べる

ような、こうした環境、資源というのは、全国で

も恐らくまれに見るケースじゃないかなというふ

うに思っております。 

  教育というか、地域づくりは人づくりであると

よく言われるわけですけれども、その人づくりの

将来にわたってという部分でいくと、その人づく

りの本当に根幹をなしているのが教育という中で

は、黒磯のこの資源と、今の黒磯小中高の資源と

いうものは、大いに活用すべき、あるいは那須塩

原市の教育にとっても牽引力を持てるような、そ

んな学校環境じゃないかなというふうに思ってい

るわけです。 

  中心市街地が空洞化して、かつては1,200人か

らいた黒磯小の子供たちが、今や、先ほどの答弁

のような状況ということも考えれば、この学校教

育というものが、時には地域づくりと、あるいは

中心市街地の活性化にもつながることも考え得る

というふうに思います。 

  教育長でありますから、そこまでのお考えは、

もちろん考える範疇ではないかもしれませんけれ

ども、この資源を、ぜひこの文教地区というもの

を、私が今回提言しているものでなくても、どの

ようにとらえているか、これを最後にお聞きした

いと思います。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） お答えします。 

  黒磯の小学校、中学校、黒磯高校と、あの地区

は、やはり議員の言われるように、非常に特異な、

そして文教という表現から考えますと、非常にま

れに見るすばらしい文教地区であるかなと私自身

も思っております。 

  将来的に、やはり今、地域は人づくりと、私も

全く同感でございまして、私の学校経営、校長時

代には、やっぱりおらが学校というふうなことで、

地域の中核となるためにも学校は必要だなという

認識のもとに学校経営に邁進してきたところでご

ざいますので、関谷議員さんが言っていることに

関しまして、私も同感でございます。 

  今後、県立と公立の壁はまだまだたくさんの問

題を抱えておるところでございますが、やはり一

つのモデルケースとして検討の余地は今後大きく

あると思われますので、その点については研究を

進めていきたいと、こんなふうに思っております。 

○議長（植木弘行君） 19番、関谷暢之君。 
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○１９番（関谷暢之君） ありがとうございます。 

  この高校再編の部分も、昨日の答弁でも、要望

等は差し控えながら、再編室の答申を待つという

ような答弁をいただいていますので、誘致活動を

積極的にせよということは重ねては申し上げませ

んけれども、心の準備というか、あわせてぜひと

いう、その思いだけは持ちながら、もしかしたら

黒磯高校かもしれませんし、あるいは拓陽かもし

れませんし、その結果はわかりませんけれども、

ぜひ今の文教エリアという部分もかんがみながら、

ぜひ積極的に受け入れると、そういった気持ちを

持って備えていただきたいというふうに思います。

今後の新教育長のかじ取りというものに期待をし

たいと思います。 

  続きまして、福祉行政、次の項に移りたいと思

います。 

  まず、策定過程における市民参加という部分で

ございますが、意識調査、パブリックコメントと

いうようなこと、策定委員にはもちろん各代表の

方々が14名で構成されていたわけでありますけれ

ども、意識調査は、どのように行われて、どのよ

うな結果だったか、もう一度お伺いしたいと思い

ます。 

○議長（植木弘行君） 市民福祉部長。 

○市民福祉部長（渡部義美君） ただいまの質問で

すけれども、10月に約10日間をかけて実施をして

おります。無作為抽出で2,000人、回収率は40％、

結果的にはそういう形になっております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 19番、関谷暢之君。 

○１９番（関谷暢之君） 冒頭申し上げましたが、

この地域福祉計画というのは、地域の課題を地域

が抽出して、地域の実情に合った計画を立ててい

こうということで、厚生労働省がこの福祉法の改

正に伴いまして、15年ぐらいからですかね、策定

のモデル事業ということで15自治体ほど先進事例

をモデル地区として出しながら、その取り組みの

情報公開等をして、ぜひこういったものを参考に

しながら倣ってもらいたいというようなことで、

幾つかの自治体が取り組んでいる事例を見てみま

した。 

  千葉の我孫子市でありますとかそういったとこ

ろなどは、地区のフォーラム的なものを複数回に

わたり開催しながら進める。あるいは、これはモ

デル地区ではなかったんですが、栃木市などにお

いても、策定委員会のほかに、市の呼びかけに対

して70人からの市民が参加しての市民会議という

ものをつくっている。これはモデル地区の中でも

100人規模の、鎌ヶ谷でしたかね、市民会議など

を構成しながら、多くの市民参加を得ながらその

意見の抽出をして、策定におよそ２年ぐらいずつ

大体かけながら策定しているというようなことで

ございます。 

  ちょっとその手元と対比しますと、那須塩原の

策定過程、ちょっと市民参加が少ないんじゃない

かなというふうに思うんですが、いかがでしょう

か。 

○議長（植木弘行君） 市民福祉部長。 

○市民福祉部長（渡部義美君） ただいまの質問で

すけれども、議員おっしゃられるように、期間と

かそういったものは、確かに短い期間に策定をし

たということで、その点はいろいろ問題はあるか

というふうに思いますけれども、ただ、パブリッ

クコメントでは確かに意見等はありませんでした

けれども、意識調査の中で250件ほど意見等が出

ております。その中で、より具体的な福祉施策の

ご意見等が多かったわけですけれども、その中で

地域福祉に関係する意見等も250件の中で相当出

ております。そういった中では、パブリックコメ

ントで意見が出なかった分、この意識調査の中で
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広がることができたのかなというふうには感じて

おります。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 19番、関谷暢之君。 

○１９番（関谷暢之君） わかりました。 

  できた、終わってしまったことなので、これ以

上は申し上げませんが、これからさらに、一番大

切なのは、いかに市民参加を得ながら、この地域

の福祉というものをこの計画に沿って実行してい

くかということですので、今後はより一層市民参

加というものを意識しながら進めていただきたい

と思うわけなんですが、この中心的担い手という

部分で、社会福祉協議会、そしてこの地区社協構

想というものがございます。現在12地区でという

ことの答弁をいただいておりますけれども、これ

をどのくらいの、あるいはどういった単位で今後

広げていくのか。 

○議長（植木弘行君） 市民福祉部長。 

○市民福祉部長（渡部義美君） それでは、お答え

いたします。 

  地区社協の前に、市社会福祉協議会、旧黒磯市

の場合ですけれども、行政で地域福祉計画を策定

する前に、先ほど市長答弁で申し上げましたよう

に、行動計画を策定した経緯があります。その中

でも地区社協の重要性とかそういったものは当然

うたってあったわけですけれども、現在、先ほど

市長答弁にありましたように、12カ所、西那須野

地区に６カ所、黒磯地区に６カ所ということで、

将来的には各行政区単位といいますか、活動範囲

というのは多分行政区が中心になるということに

なると思いますので、そういったところに地区社

協が設置されれば、組織されればなというふうに

は思っております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 19番、関谷暢之君。 

○１９番（関谷暢之君） されればなというのは、

理想としては非常によくわかるんですが、行政区

というか自治会というものも、合併当初からその

地域間の差があるというようなものの少し整理と

統一性を図るべきだということがいろんな議員か

ら再三出ているわけでありまして、その辺も含め

て、今後、この地区社協というものも非常にいい

ことだとは思うんですが、その実効性というもの

を検証していただきたいなというふうに思うわけ

です。 

  と同時に、社協の機能強化とは言いながらも、

市の下部組織というか、そういうような位置づけ

の中で、社協自体をどのように自立、自主的な福

祉活動というものに位置づけていけるかというの

もあると思うんです。あわせてちょっとご答弁い

ただけますか。 

○議長（植木弘行君） 市民福祉部長。 

○市民福祉部長（渡部義美君） ただいまのご質問

ですけれども、市社会福祉協議会のあり方という

ことでよろしいですか。 

〔「はい」と言う人あり〕 

○市民福祉部長（渡部義美君） 私、所管の部長で

すので、社会福祉協議会長、市長がおる前での話

になりますけれども、当然、社会福祉協議会その

ものはいろいろ経過がありまして、以前は地域福

祉というのに重点を置いていたということだとい

うふうに私は理解しておりました。介護保険が始

まりまして、介護サービスとかそういったものに

若干シフトしていった部分が、ここ七、八年あっ

たのかなというふうに感じております。 

  今、議員がおっしゃられましたように、地域福

祉の担い手は市社会福祉協議会というふうに、私

自身はそういうふうに考えておりますので、今後、

社会福祉協議会の事業計画の中でもそういった位

置づけをしているというふうに私の方でも思って
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おりますので、社会福祉協議会ともども行政とし

て一緒に手を携えて推進をしていきたいというふ

うに考えております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 19番、関谷暢之君。 

○１９番（関谷暢之君） 自治会の中には、福祉部

というようなものがございます。そんな中で、生

きがいサロンですとかいろんな事業に取り組んで

くださっている部分もありますので、この地区社

協、それから既存の自治会のその福祉部とかそう

いったものが、あらゆる分野の方々、地域住民が

連携をしながらということでありますけれども、

既存のものと、それから、これから構築していこ

うというものの交通整理は、やはり行政がリーダ

ーシップをとって、ちょっと話は違う分野になり

ますけれども、初日、岡本議員が防犯パトロール

の話を出していましたけれども、あれも学校、あ

るいは自治会、それからボランティア組織等々で

やっているものがもう少し連携されていくと、そ

こに同じ方がダブって登録をしていたりとか、そ

れはいろんな諸事情があるとは思うんですが、そ

ういった中でそれが逆の負担になっていたりとい

うようなことも発生しているわけですので、こう

したものをうまく交通整理をしながら、行政が調

整をしていっていただければ実効性が伴ってくる

んじゃないかというふうに思います。 

  答弁は結構でございます。 

  第三者評価事業について１点伺いたいと思いま

す。 

  公立保育園に対して導入の検討をされていると

いうことで、これは非常にこの事業に対して有効

であろうというふうに思っております。新聞報道

でも、非常にこれが、第三者評価というものが経

費的な負担であるとかそういった事由によって、

なかなか導入が進まないというようなことがあり

ました。これを推進していく中でどのようなこと

が考えられるか、お伺いしたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 市民福祉部長。 

○市民福祉部長（渡部義美君） ただいまのご質問

ですけれども、公立保育園に第三者評価を導入し

たいという考えで、今、内部評価をそういったこ

とで実施している段階であります。 

  この第三者評価を実施することによりまして、

今後、保育園の適正整備といいますか、そういっ

たのにも多分つながっていくのかなというふうに

考えておりますので、公立保育園の整備計画、こ

こ一、二年の間にもう少し具体的な計画を立てる

予定でおりますので、そういったものの参考には

当然なっていくのかなというふうに思っておりま

す。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 19番、関谷暢之君。 

○１９番（関谷暢之君） 第三者評価事業に対して

行政補助ということは、検討の余地があるでしょ

うか。 

○議長（植木弘行君） 市民福祉部長。 

○市民福祉部長（渡部義美君） お答えいたします。 

  現在ではちょっと考えてはおりません。 

○議長（植木弘行君） 19番、関谷暢之君。 

○１９番（関谷暢之君） この事業を推進するに当

たっては、現実に先進事例もございますので、こ

れも一つの検討項目として今後とらえていただき

たいと思います。 

  最後に、この計画推進という部分で、市民参加

というか、推進母体の中で例えば推進協議会とか、

今後、そういった組織を再度、策定時とはまた別

な形で推進協議会的なものを一般市民の公募等々

も含めて組織するお考えはございますか。 

○議長（植木弘行君） 市民福祉部長。 

○市民福祉部長（渡部義美君） 改めて推進協議会
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というものは組織する計画はありませんけれども、

社会福祉協議会でいろんな形でそれに近いものを

実施しているというふうに私の方でも思っており

ますので、そういったものを活用しながら、また、

いろいろな関係団体、ＮＰＯ等も含めて、当然、

自治会組織もその中で活用していきながら、今後

とも推進をしていきたいというふうに思っており

ます。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 19番、関谷暢之君。 

○１９番（関谷暢之君） 非常に内容はいい計画だ

と思っております。間もなく議会の方にも報告が

なされるんでしょうけれども、絵にかいたもちと

いうことにならないように、十分に啓蒙、啓発を

しながら、多くの市民参画を得ながら、よりよい

地域福祉の輪というものを広げていっていただき

たいというふうに申し上げて、この項は終わりに

したいと思います。 

  次の項へいってよろしいでしょうか。 

○議長（植木弘行君） それでは、ここで10分間休

憩といたします。 

 

休憩 午前１１時００分 

 

再開 午前１１時０９分 

 

○議長（植木弘行君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

  19番、関谷暢之君。 

○１９番（関谷暢之君） それでは、最後の項とな

ります入札制度改革について再質問をさせていた

だきます。 

  この再質問に入るに当たって、先ほど総務部長

の答弁の中にも、何を視点においてというところ

が一部お答えをいただいておりましたけれども、

いま一度これを大前提として確認をしていきたい

んですが、なぜ今この入札制度改革を行っていく

のか、その視点とその留意点というようなことで、

１点は、適正な競争をするような環境をつくって

いく、公正さ、公明さ、透明性。それから２点目

は、公共工事の品質の確保、向上というものも挙

げられると思います。と同時に、公共工事のコス

ト縮減、効率化ということも言えようかと思いま

す。さらには、地元業者、市内業者の健全育成、

部長もおっしゃっておられましたけれども、受注

機会の拡大というようなことも挙げられると思い

ます。そして最後に、これもおっしゃっていたと

思いますが、入札、あるいは契約事務の効率化と

いうようなことが、これは一般論でもありますけ

れども、この４点ということで私はあえて挙げさ

せていただきたいと思うんですが、あえてつけ加

える、あるいはそこは違うというものがあるかど

うかお伺いしたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 総務部長。 

○総務部長（田辺 茂君） お答えをいたします。 

  冒頭、関谷議員からお話がありましたように、

国、あるいは独立行政法人、あるいは他の自治体

で受発注に関する不正・不祥事件が続発している

ということで、本年３月末に総務省の自治行政局

長、あるいは国土交通省の総合政策局長連名で、

県を通じて「地方公共団体における入札及び契約

の適正化について」という通知が入っております。

この通知の主たる点は、ただいま関谷議員からお

話がありましたように、公平性、透明性の確保、

そういった不正行為の防止、そういったものに比

重を置いた一般競争入札の拡大、あるいは価格競

争のみではなくて、より品確法に基づいた品質の

確保を求める総合入札方式の導入、あるいは電子

入札等を利用した発注者側、あるいは受注者側の

情報の共有化、そういったものの配慮を求める通
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知が来ております。 

  そういったことで、特に、ただいま私が１回目

の答弁で申し上げたことにつけ加えることはあり

ませんけれども、その地域地域のある程度実情に

根ざした入札制度、あるいは契約制度というもの

も考えていかなくちゃいけない、こんなふうには

考えております。 

○議長（植木弘行君） 19番、関谷暢之君。 

○１９番（関谷暢之君） 全くそのとおりだと思い

ます。 

  そこで、まず指名選考に対してですけれども、

この選考会議に諮られる業者というのは、どのよ

うな形で選定されてくるかお伺いしたいと思いま

す。 

○議長（植木弘行君） 総務部長。 

○総務部長（田辺 茂君） まず、関係課で工事の

発注が決定した段階で、指名選考委員会の中で、

それぞれの工事の金額等における、いわゆるラン

クごとに有資格業者の中から、本市における指名

の基準は、１工事に限り５社以上12社までという

ことになっていますから、登録順番でその範囲で

選考している、こういうことでございます。 

○議長（植木弘行君） 19番、関谷暢之君。 

○１９番（関谷暢之君） まず、その登録順でとい

うお話が出ました。格付表を私も手元にいただい

ておりますが、土木、建築等々含めてＡランクの

業者数は限られておりますので、よろしいかと思

いますが、下位ランクＢ以下というようなところ

も名簿順ということが、部長答弁にもありました

ように、地域性、それから冒頭申し上げました業

者の育成、それから公共工事のコストの縮減、効

率化というようなところに照らして、果たして適

合しているかと。極端なことを申し上げれば、西

那須野地区の一区町の工事に対して、実在はしな

いかもしれませんけれども、板室の山の上から工

事におりてくるような状況と、一区町の工事に対

して、例えば一区町の業者が担うのとでは、おの

ずとその経費、それから地域の実情、いろんな地

域性であるとかそういったものの中での品質確保

というような部分に際しても、適合しているかと

いうところが少々疑問に思うんですが、いかがで

しょうか。 

○議長（植木弘行君） 総務部長。 

○総務部長（田辺 茂君） ランクが下位、上位に

限らず、そういった面でのある程度地域要件を考

慮するということになりますけれども、本市は合

併以来、新市の早急な一体化というのが求められ

ておるところでございますし、そういった面にお

いては、行政が新市の一体化にはある程度積極的

にかかわっていかなくてはいけない、こういう使

命もございます。 

  また、こういった入札及び契約に係る地域要件

の小さいエリアの指定をすることについては、国

土交通省の方から、行き過ぎた地域要件の設定に

関する通知等の中で、やはり不正の行為につなが

るおそれがあるということで、そういうことは難

しいと通知も来ております。 

  ただし、ただいま関谷議員がおっしゃったよう

に、この通達時の前提として、入札及び契約に関

する改善とコスト縮減というのは、やっぱり自治

体に求められた大きな使命。おっしゃられた、そ

の地域要件、距離の問題とか、その辺は大変難し

い問題で、その辺は今後の中でも十分に研究はし

なくちゃいけないと、こんなふうに考えております。 

○議長（植木弘行君） 19番、関谷暢之君。 

○１９番（関谷暢之君） 新市の一体化、オール那

須塩原ということの視点に対して、私も全く否定

するつもりはございません。ただ、これは、経済

活動というもの、それから市内業者の育成、特に

はもう技術の育成、それからいろんなものが加味
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されてくるわけですけれども、そうした視点と、

今、公共事業が求めている、繰り返しになります

けれども、効率化であるとかそういったものの視

点でいけば、指名を全部囲い込み的なものでなく

とも、例えば12社指名するんであれば、半分はそ

うしたものも十分配慮するとか、そうしたことは

可能ではないかというふうに思うわけです。検討

していただけるということですので、それは結構

でございます。さらには、一般競争入札というも

のが拡大されていく中では、またそうしたものも

若干変わってくる部分もあろうかとは思っており

ます。 

  そこで、その拡大の方向性について、全国的に

も、だんだんに金額を下げていきながら拡大をし

ていっているわけでありまして、指名競争入札と

いうものの今後の存続という部分に対してはどの

ようにお考えでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 総務部長。 

○総務部長（田辺 茂君） 最初の答弁で申し上げ

ましたけれども、電子入札の活用による条件付一

般競争入札は今年度から試行で導入するというこ

とで、国や県の指導に基づいて拡大の方向にある

ことは間違いございませんけれども、即すべて指

名競争入札が廃止になると、そういう環境には現

在のところはまだないと、こんなふうに考えてい

ます。 

○議長（植木弘行君） 19番、関谷暢之君。 

○１９番（関谷暢之君） そうしたことであれば、

私は、この明確なルールの中で、きちんとした理

念の中で運用していくということであれば、やは

り検討すべきことであろうと思います。むしろ指

名選考等にかかわるこの審査というものをさらに

厳格化していくということが必要じゃないかとい

うふうに思うわけなんですが、書類審査だけなん

だと思うんですが、必要なときには、その業者と

のヒアリングとか、現況をさらに調査するとか、

そうした取り組みはされていますか。 

○議長（植木弘行君） 総務部長。 

○総務部長（田辺 茂君） お答えをいたします。 

  業者とのヒアリング、あるいは業者の実態調査

みたいなことだと思いますけれども、市内、ある

いは準市内というふうに有資格者がございますけ

れども、登録をしていても事務所形態が全くない

ような準市内業者については、指名もいたしてお

りません。また、ちょっと話題とはそれるかもし

れませんけれども、入札の結果、低入札、いわゆ

る調査基準価格を下回った、実質的な最低制限価

格ですね、これらを下回った場合には、事情聴取

を行って、調査委員会の中で落札の決定をするよ

うな方法をとっていますし、そういった面での業

者とのヒアリングは行っております。 

○議長（植木弘行君） 19番、関谷暢之君。 

○１９番（関谷暢之君） そうしたところを厳密化

していくことの方が、公正さ、透明性というもの

は拡大されていくと思いますので、その辺もあわ

せて検討していくということで、ぜひお願いした

いと思います。 

  優遇措置に対して、ちょっと細かいことになっ

て恐縮なんですが、私も、要綱、あるいは運用基

準、あるいは選定方針というようなものの中で、

災害時の貢献度の著しく顕著であるというような

部分に対して、指名を２回ほど余計になるように

配慮するよというようなことがありますが、この

災害時の貢献度の認定基準と、その有効期間とい

うのはどんなふうになっていますか。 

  もう一つ、細かいことですけれども、舗装工事

に対して、10条の４項ですか、舗装工事の施工能

力を特記していますけれども、この理由もあわせ

てお聞かせください。 

○議長（植木弘行君） 総務部長。 
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○総務部長（田辺 茂君） お答えをいたします。 

  まず、その災害時の応援に関する優遇措置とい

うことですけれども、現実的に新市になってから

実績として上がっているのはございません。基準

等も特につくっておりませんが、当然、災害が復

旧した段階で、貢献度を考慮して適正に優遇措置

を決定していくということになると思います。 

  それから舗装工事の関係ですけれども、おっし

ゃったように、そういったルールはございますけ

れども、やはり手持ちの機械とか、それから今ま

での実績とか、そういったものを総合的に考慮し

て指名をしていると、こういうことでございます。 

○議長（植木弘行君） 19番、関谷暢之君。 

○１９番（関谷暢之君） そうすると舗装工事の方

は、特記するに当たっての理由は、ほかの選定過

程と余り変わらないということでよろしいんでし

ょうかね。当然、施工能力に対しては、どの事業

に対しても第一義的に選定の基準としているわけ

ですから、そこはそう思います。もしおっしゃる

ことがあれば伺いたいと思いますが。 

  あと、災害時の優遇措置に関しては、やっぱり

私もこれを読んだときに非常にあいまいかなと思

って聞かせていただいたんですが、あいまいです

ね。この辺はきちんとしておかないと、それこそ

発注側が不透明では困ると思いますので、この辺

も整備していっていただければというふうに思い

ます。 

  ということで、次です。格付に対してでありま

す。 

  先ほど発注見込みが非常に希少であるというよ

うな理由であるということですが、とはいえ、発

注されることがいつ起きるかわからないわけであ

りますし、近年、例えば特に解体工事であります

とかそういったところには、産業廃棄物の処理に

対して非常に厳格化されている時代であります。

マニフェストから発注者責任というところまで問

われてくるわけですので、この辺は、発注見込み

が多かろうが少なかろうが格付を設けておくとい

うことの方が、それこそ公平さ、公正さ、透明性

というものが担保されるんじゃないかと、品確も

含めてと思うんですが、いかがでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 総務部長。 

○総務部長（田辺 茂君） まず最初に、先ほどの

災害関連の貢献度をどういうふうに。確かに議員

おっしゃるとおり、あいまいな定義ではございま

すけれども、本市においては平成10年度の災害の

痛い経験をしていますし、現実的にあの折にも、

市内の建設業者の方には大変お世話になりまして、

災害復旧には大きく役立ったというふうに考えて

おります。そういったことも踏まえて適切な定義

づけはしていきたいというふうに考えております。 

  それと舗装の関係も、やはり手持ち機械とかい

ろいろ、最初に考えるのは、施工能力が一番重要

ではないかなというふうに考えています。 

  それから、格付の関係ですけれども、やはり実

際の現実的な運用としては、まれにしか発注がな

いような工事については、その都度選考会の中で、

指名選定の要件とか施工能力について確認はして

おりますので、そういう面での適切な選定はされ

ていると思いますけれども、選定委員会の中でも、

ただいま議員がおっしゃったような意見は出てい

ます。ですから、これも今後の研究課題というふ

うに認識をしておきたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 19番、関谷暢之君。 

○１９番（関谷暢之君） 結構です。検討していた

だきたいと思います。 

  それから、低入札に対してでありますが、最低

制限価格を設定するところが非常にふえてきてお

ります。この辺に対してはいかがでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 総務部長。 
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○総務部長（田辺 茂君） 低価格入札の関係です

けれども、確かに本市のように、予定価格の公表

をした結果、した結果かどうかはわかりませんけ

れども、先ほど申し上げました、自治省と国土交

通省からの通知の中にも、やはり予定価格の公表

によって、それによって最低制限価格を類推させ

るという結果から、適正な積算もしないで入札に

応じるというようなことが、大変、結果として品

質の低下とかそういったものが懸念されるので、

最低制限価格が変動するような方法、いわば一定

の率で基準価格を設けるような、そういった方策

を考えた方がいいんではないかというような通知

も来ています。 

  ということで、本市においても、今、調査基準

価格をどういう方法で設けているというのはここ

でお話はできませんけれども、今後の中で、調査

基準価格の引き上げ、あるいは失格基準価格の設

定なども考えていかなくてはいけないかと、こん

なふうに考えています。 

○議長（植木弘行君） 19番、関谷暢之君。 

○１９番（関谷暢之君） 談合防止と、不正行為の

防止ということでさまざまな制度改革がされてい

くんですが、常にその制度改正も表裏一体という

か、メリット、デメリットというものがあって、

なかなかこれが一番いいという方式が現段階でな

かなか見出せていないとは思うんです。最低制限

価格をつくれば、今度は癒着で何とかそれを聞き

出そうとしたりとかそういうものがあったりと、

そこに創意工夫を加えて横須賀市なんかは平均額

型最低価格の設定というような、入札されたもの

の平均値をとったところからの何％みたいな方法

とか、事前にわからないような方法とか、あるい

は指名競争であればメンバーの事後公表であると

か、いろんな方法はあるとは思うんですけれども、

とにかく検討をしていただきたいというふうに思

います。 

  それから、総合評価の方へ移っていきたいと思

います。総合評価については、やはりこの評価項

目と審査能力というのが、これがかぎになるとい

うふうに思います。県との協議等の中で検討中と

いうことですけれども、当然まだ要綱等もできて

いないんでしょうし、それを検討していく中では、

やはり県レベルが、決して那須塩原市が劣ってい

るとは申し上げませんけれども、やはり先進的に

既にやられている県であるとか、そういったとこ

ろとは、やはり人的体制であるとかそのノウハウ、

スキルというものは違うと思うんです。そんな中

で、どのように検討されますか。 

○議長（植木弘行君） 総務部長。 

○総務部長（田辺 茂君） 総合評価方式の中身に

ついては、現段階ではまだ庁内での調整等が済ん

でおりませんので、一般的に考えられる事項とい

いますと、やはりただいま議員からもお話があっ

たように、学識経験者、いわゆる調査の関係です

ね、こういった人的なマンパワーをどういうふう

に補充していくかという問題も頭の痛い問題でご

ざいまして、この件については県の技術管理課か

ら、新年度へ入ってから２回ほどもう市長の方に、

総合評価方式の導入の促進にあわせて県のこうい

った人材の活用もぜひというような話も来ており

ます。そういったものを踏まえて、本市で考えて

いる総合評価方式は３通りほどありますけれども、

いわば簡易型を重点に置いて、先ほども申しまし

たように、本市に合った調査項目も、そういった

ものも研究しながら実施していきたいというふう

に考えています。 

○議長（植木弘行君） 19番、関谷暢之君。 

○１９番（関谷暢之君） その方向性で私もよろし

いんじゃないかというふうに思います。 

  はやりもののように制度を入れていってそれが
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運用できないということが、一番不幸なことだと

思いますので、その評価項目もなるべく客観性の

高いもの、例えばこの市の講習会であるとか表彰

であるとか、それこそ災害の協力であるとか、あ

るいは地域貢献、ボランティアであるとか、安全

管理、ＩＳＯ等々、だれが見ても点数がつけられ

るような内容にして、むしろ施工計画書のような、

審査した人間の主観が入るようなものでない形で

つくっていった方がよろしいんじゃないかという

ふうに思います。 

  今回、５月22日に業者への説明会の資料をもと

に質問させていただきました。この説明会の時期、

それから新たな制度改革の中での導入時期、６月、

10月というような中、あるいは既にインターネッ

トで公表されている一般競争入札の発注予定が指

名競争に変更になっているとか、いろんな部分で

逆に不透明じゃないかなというところも感じられ

ます。ぜひ、この項の冒頭で申し上げたように、

視点が４つございます。これに即して、那須塩原

市としてのしっかりした理念を持って、明確なル

ールを先につくって、それから導入していくとい

うようなスタイルで進んでいくことが、この公平

さとか公正さ、透明性を確保…… 

○議長（植木弘行君） 関谷議員の質問時間がなく

なりました。 

  以上で19番、関谷暢之君の市政一般質問は終了

いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 眞 壁 俊 郎 君 

○議長（植木弘行君） 次に、３番、眞壁俊郎君。 

〔３番 眞壁俊郎君登壇〕 

○３番（眞壁俊郎君） どうも皆さん、こんにちは。 

  議席ナンバー３番、眞壁俊郎でございます。ど

うぞよろしくお願いいたします。 

  昨年12月に教育基本法が改正されました。戦後、

教育基本法の理念のもとで構築された教育諸制度

は、国民の教育水準を向上させ、我が国の社会発

展の原動力となってきました。しかし、科学技術

の進歩や少子・高齢化など教育をめぐる状況が大

きく変化する中で、道徳心や自立心、公共の精神、

国際社会の平和と発展への寄与などについて、今

後、教育においてより一層重視することが求めら

れてきております。このため教育基本法を改正し、

新しい時代の教育理念を明確にすることで、国民

の共通理解を図りつつ、国民全体による教育改革

を着実に進め、我が国の未来を切り開く教育の実

現を目指すものであります。 

  この内容は、国会審議における前小泉総理の

「教育基本法を改定するに当たり」の答弁であり

ます。それ以後、教育委員会に対する国による権

限の強化や教員免許の更新制の導入など、教育改

革関連３法案が今国会において５月18日に衆議院

本会議で可決され、現在参議院において審議中で

あります。 

  教育現場においては、いじめや不登校、学力の

低下などの多くの問題を抱え不安が強まる中、改

革が急務なのは確かであります。しかし、本当に

教育重視を考えるなら、教育予算の大幅な拡張な

ど学校現場への支援にまず取り組むべきであり、

３法案をめぐる審議は、参議院において改革の名

に値する丁寧な論議と説明を改めて求めたいもの

であります。 

  そのような中、那須塩原市においては、この４

月１日より、長きにわたり教育に尽力されました

渡辺教育長にかわり、井上教育長が就任されまし

た。教育行政が大きく変わる中で難しいかじ取り

となると思いますが、「教師は夢の伝道者」の考

えのとおり、那須塩原市の学校教育の方針である
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人づくり教育を柱とした教育の振興、発展に寄与

されることをお願いしまして、質問に入ります。 

  １、学校教育について。 

  ⑴人づくり教育の推進について。 

  ①人づくり教育において学力は、子供たちがさ

まざまな力を身につける土台の一つであり、極め

て重要です。学力向上対策はどのようにしている

か。 

  ②近年、子供の規範意識は低下している。子供

たちに決まりを守らせることを学ばせることや豊

かな心をはぐくむことは重要です。社会力の育成、

豊かな心の育成はどのようにしているか。 

  ③いじめや暴力をする児童生徒に対してどのよ

うに教育、指導をしていくか。 

  ④人づくりにおいては、教員の人格や指導力が

大変重要であるが、教員の質の向上対策はどのよ

うにしていくのか。 

  ⑵学校施設・設備の整備について。 

  ①地震などの災害への安全性の向上や、災害発

生時の避難場所を確保するため、耐震診断を実施

しているが、実施状況と結果についてはどのよう

になっているか。 

  ②学校規模の適正化について、現在どのような

対応をしているか。 

  ⑶開かれた学校について。 

  ①開かれた学校や特色ある学校を目指し、学校

経営を実施しているが、現状と問題点は何か。 

  地球温暖化は、最近連日のようにいろいろなマ

スメディアで取り上げられ、地球温暖化問題に対

する警告が大きなニュースとなっております。気

候変動の問題、クライメート、セキュリティーと

いう言葉が一般的になってきております。これは

単に地球温暖化という生やさしいものではなく、

一種の地球環境の危機に匹敵するようなことが世

界じゅうで今起きております。そして、世界じゅ

うで危機意識が高まってきております。地球温暖

化問題に対する取り組みは、世界はもちろん、日

本、地方自治体にとっても極めて重要な課題とな

ってきております。 

  ことし２月、国連の中にある気候変動に関する

政府間パネル、ＩＰＣＣという機関に世界じゅう

の科学者が集まり、最新の科学的知見に基づいて、

地球環境で今何が起きているのか、それに対して

何をするべきかについてレポートが出されました。

それによると、人間活動によって今、地球全体の

温暖化が起きているという、これについては疑う

余地がない。その確率は90％以上ということです。

これまでも、そういう指摘がある一方で懐疑論も

あったわけですが、現に地球温暖化が起きている

ことが科学的に指摘されたわけであります。 

  その一番の原因は、石油や石炭、天然ガスなど

の化石エネルギーの大量消費による大気中のＣＯ２

濃度が上昇したことによる可能性が極めて高いと

いうことです。これまで地球温暖化というと、

2050年とか2100年という相当先の極地域の気温上

昇によって氷が解け、世界各地で海水面が上昇し、

大変なことになるという論議でした。しかし、最

近では、世界的に異常気象が頻発し、日本でも現

に猛暑、暖冬、台風の大型化を経験しており、専

門家の間では、地球温暖化との関係が濃厚だと指

摘されています。ということは、地球温暖化の論

議は、50年先とか100年先のことではなく、今ま

さに早急に対応を講じなければならない喫緊の課

題だということです。 

  このような状況に対し、今から10年前の1997年

に、地球温暖化に対する国際的条約として京都議

定書が締結され、日本も批准し、2008年から2012

年までに1990年に比べＣＯ２排出量を６％減らす

という国際的なコミットメントを発表し、現在で

は昨年４月以降、地球温暖化対策推進法によって、
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自治体、企業を中心にＣＯ２対策を実施していま

す。 

  しかし、アメリカはこの京都議定書を批准して

いませんし、中国、インドは批准はしていますが、

温暖化ガスの削減義務は負っていません。 

  今回のドイツ・ハイリゲンダムサミットにおい

ても、地球温暖化問題は最重要課題であり、2050

年までに温室効果ガス排出を少なくとも半減させ

ることを真剣に検討が出されました。 

  私たち一人一人が地球の一員として今以上に地

球温暖化問題に関心を持ち、自分、家庭、企業、

自治体などができることを積極的に実行に移すこ

とが必要であります。 

  今議会におきましても、上着、ネクタイの着用

は自由となっており、私も、きょうはノー上着、

ノーネクタイにより、クールビズで省エネに取り

組んでおります。きょうの室内は若干涼しそうで

すが、28℃になっているか、後でちょっと確認し

たいなと思います。 

  具体的な質問に入りますが、環境行政について。 

  ⑴地球温暖化対策について。 

  ①市役所内におけるエネルギーや資源削減及び

リサイクル向上の取り組みはどのように実施して

いるか。 

  ②那須塩原市全体の省エネルギー、温室ガス削

減の取り組みはどのように実施しているか。 

  ③那須塩原市環境基本計画の策定状況はどのよ

うになっているか。 

  以上で１回目の質問を終わります。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君の質問に

対し、答弁を求めます。 

  市長。 

〔市長 栗川 仁君登壇〕 

○市長（栗川 仁君） ３番、眞壁俊郎議員の市政

一般質問にお答えをいたします。 

  私からは、環境行政の地球温暖化対策について

お答えをいたします。 

  ①の市役所内における取り組みにつきましては、

地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき、黒

磯庁舎で取得をしておりましたＩＳＯ14001のノ

ウハウを取り入れた那須塩原市版環境マネジメン

トシステム（那須塩原市地球温暖化防止実行計

画）を策定し、今年度から全施設を対象に運用を

開始したところであります。 

  実行計画に基づき、電気料、水道料、庁舎の燃

料の削減や廃棄物の排出量の抑制、不用になった

用紙などの分別によるリサイクルの推進を実行し

ておるところであります。 

  ②市全体の取り組みにつきましては、まず市役

所の実践計画として、那須塩原市版環境マネジメ

ントシステムを今年度から運用開始したところで

ありますが、今後、地球温暖化対策の推進に関す

る法律に基づき、市内全域を対象とした温室効果

ガスの排出の抑制等のための総合的かつ計画的な

施策として、地域推進計画の策定について検討す

る必要があります。 

  この地域推進計画において、市民や業者の活動

指針を明確にし、温室効果ガスの排出抑制等に関

する活動の促進を図ってまいりたいと考えており

ます。 

  ③次に、那須塩原市環境基本計画の策定状況で

ありますが、本計画は、平成18、19年度の２年間

で策定する予定となっておりまして、平成18年度

は市民アンケートや自然環境調査などを行いまし

た。また、計画策定に係る市民懇談会を開催し、

計画策定の趣旨、環境の現状と課題などを検討し、

ご意見をいただいたところであります。 

  今年度は、市民懇談会の意見をもとに計画の素

案を作成し、素案に対するパブリックコメントの

実施、シンポジウムや地区説明会を開催する予定
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となっており、来年１月には、計画案を那須塩原

市環境審議会に諮問し、その答申を踏まえ、２月

には計画を決定し、３月に計画を公表する予定で

あります。平成20年度から、計画に基づく各種施

策を実行することとなります。 

  このほかにつきましては、教育長、教育部長よ

り答弁をいたさせます。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） それでは、私からは、学

校教育についての⑴人づくり教育の推進について

と⑶の開かれた学校についての答弁をいたします。 

  まず、①の学力向上対策につきましては、児童

生徒のわかる授業の実現のために、教員の授業力

向上を目指した校内研修の充実を支援するため、

学力向上連携推進事業、これは大学教授との連携

をもってして推進をしているところでございます

が、それから、基本的な学習内容の定着を確認す

るための小学校４年生で実施する「つまずき発見

テスト」、小学校の国語、算数では、日常の学習

に使用する「ステップアップドリル」の配布等を

行っております。また、学校の状況に応じて、市

採用教員等の配置を行っております。今年度は、

全小学校へ５・６年生を対象とした英語活動支援

教員の派遣に取り組んでいるところでもございま

す。 

  ②の社会力の育成、豊かな心の育成につきまし

ては、体験活動を通じて、集団の中での役割や規

範意識、自己責任意識を自覚させることが大切で

あり、学校において特別活動やキャリア教育など

の充実を図っております。 

  また、家庭や地域と連携を図った児童生徒指導

の充実や道徳教育の推進により、基本的な生活習

慣の定着と豊かな感性が育つものと、こんなふう

に考えております。 

  ③のいじめや暴力をする児童生徒の教育、指導

についてでございますが、そのような子供は、そ

の行為に至るに何らかの背景や理由があります。

学校は、人としてやってはいけないことには毅然

と対応しながらも、動機や背景を踏まえながら、

心に響く指導を繰り返し行ったり、保護者と連携

をしたりして再発防止に努めているところでござ

います。 

  ④の教員の資質向上の対策につきまして、市教

育委員会としましては、学習指導、児童生徒指導、

特別支援等、さまざまな研修を実施しております。

また、各学校においても、学校の実態や課題に合

わせて校内研修の課題を設定して研修を実施した

り、県教育委員会主催の研修会等に参加したりし

て、絶えず資質の向上に努めておるところでござ

います。 

  ⑶の開かれた学校についてお答えいたします。 

  課題といたしましては、今までの学校は、入り

づらい等々の問題が指摘されておりましたが、学

校長のリーダーシップのもと、それぞれ地域の実

態に合った特色ある学校経営を推進しております。

本市としても、学校活性化創造事業で、社会力の

育成等で創意工夫のある事業についての予算づけ

を行っております。具体的には、全校強歩や全校

登山、合唱コンクール等、工夫された行事等が実

践されております。 

  開かれた学校については、学校概要やグランド

デザインを作成し、保護者や地域の方々に公表し

ております。 

  またあわせて、学校だより等の発行や授業公開

などで、学校の様子を理解していただくようにも

しております。さらに、学校評議員制度を取り入

れ、外部評価を実施し、学校経営にご意見をいた

だいておるところでございます。 

  本市といたしましても、学校経営研究会を開催

し、学校長がよりよい経営実践についての協議を
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行い、地域との信頼関係を一層確かなものにする

ように努めていきたいと、こんなふうに考えてお

ります。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） 教育部長。 

○教育部長（君島富夫君） 私の方からは、⑵の学

校施設・設備の整備についてお答えをさせていた

だきたいと思います。 

  まず、①の学校施設の耐震診断の状況につきま

しては、先ほど19番、関谷議員に答弁したとおり

でございます。 

  ②の学校規模の適正化につきましては、現在、

那須塩原市立小中学校通学区審議会におきまして

審議をお願いしている、こういう状況でございま

す。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） それでは、順次再質問させ

ていただきます。 

  まず、人づくり教育についての学力の向上の関

係でございますが、いろんなつまずきテストや、

５・６年生を対象にした英語のやつを今回やって

いくというようなことをやっておりますが、ここ

でちょっと一つ、学力についてなんですが、全国

で今、学力低下が叫ばれているということなんで

すが、私、この学力の低下が叫ばれているという

のが余りよくわからない点がありまして、この本

市において本当に子供たちの学力が低下している

と教育長はお思いですか、この辺をちょっとお聞

きしたいなと。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） ただいまの質問に対しま

して、本市としまして総体的な比較資料で学力の

動向を探っているわけではありませんので、数値

も私は持っておりませんし、教育委員会としても

持っておりません。そういうために、学力の低下

がどこまでというところには言及しておりません。 

  ただ、現在、教育制度改革の中で、絶対評価、

個人の能力をいかに評価するかというところで、

個々の能力に対する評価の導入が出されておりま

すので、この能力を最大限に引き出せるような学

習環境を整え、そして授業の構築も行っていると

ころでございます。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） 比較していないということ

でございますね。 

  先日、全国レベルのテストがあったかと思うん

ですが、この関係のテストの結果というか、この

関係は今出ているんですか。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） ４月24日に行われました

全国学力テストの実施に伴いまして、本市も学力

テストを受けたわけなんですが、それの結果に関

しましては夏以降の結果送付ということになりま

すので、現在においてはその件に関してもつかん

でおりません。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） 学力につきましては、レベ

ルというのをどこではかるかというのは、これは

非常に難しいと思うんです。最近言われているの

は、やはり国際レベルというような話をしている

んですけれども、やはり今の日本のレベルは私は

高いと基本的に思っていますので、このまま非常

に教育レベルというか、維持させていただければ

いいのかなと基本的には思っています。 

  愛知県の犬山小学校ですか、この間、公立では

唯一学力テストを受けなかったという市がありま

すけれども、本当にこの犬山市においてはいろん

な取り組みをしていて、非常に学力は高くなって
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いるというようなお話を聞いております。ぜひと

も、私、那須塩原市としましても、やはりいろん

な意味でそういう特色あるような教育に努めてい

ただきたいということをちょっとお願いしたいな

と思います。 

  続いて、２番目の子供の規範意識の低下の関係

でございますが、豊かな心とか社会力の育成とい

うような形の中で取り組んでいると思いますが、

この規範が今低下していると私ちょっと聞こえた

んですが、教育長は３月まで現場におられたと思

うので、那須塩原市の子供たちの規範とか道徳力

というのは本当に実際に低下しているのかどうか

というのをちょっとお聞きしたいなと思います。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） それでは、お答えします。 

  まず、先ほどの質問の中で、犬山市の学力テス

トを受けないということの説明がありました。本

市としても、いろいろ学力向上対策のために、例

えば教育関連３法の中で、土曜日の10％授業のア

ップという形もありまして、将来的にはサタデー

スクール等のような学力向上対策も、特色ある学

力向上対策として取り組んでいきたいという考え

は現在、おぼろげながら持っているところでござ

います。 

  さて、規範意識ということで、現場の校長とし

て去年までの感想はどうかという質問なんですが、

私としましては、子供は、非常に素直な子供、児

童生徒であったと、こんなふうに思っております。

本当に校長みずから児童生徒に近づいていけば、

それに対して本当に心を割って近づいてきてくれ

ると。たとえ反社会的、それから非社会的な生徒

においても、やはり教職員が心を砕くと、やはり

子供たちもそれについてくるというふうなのは実

感として持っております。 

  ただ、やはりＰＴＡの会合、その他研修、それ

から担任等の研修の席上では、時折、規範意識に

欠ける行動が最近は非常に目立つという話も持ち

上がっているのが現実でございました。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） ここで昼食のため休憩いた

します。 

  午後１時、会議を再開いたします。 

 

休憩 午後 零時００分 

 

再開 午後 １時００分 

 

○議長（植木弘行君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

  ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） 一番最初に私も地球温暖化

の関係で質問しました。この議場も28℃に何かキ

ープされているというようなことで、大変うれし

いなと思いました。少し暑いかもしれませんが、

しっかり頑張ってまいりますので、よろしくお願

いしたいと思います。 

  豊かな心ですか、この関係の教育につきまして

は、やはり北中学校で事件が起きて以来、那須塩

原市はそういう教育にしっかり取り組んできたの

かなというようなことを感じております。私も息

子が今、中学１年生になりまして、中学校の中も

見る機会がありまして、行ってみますと、やはり

子供たち、非常に素直で、すばらしく育っている

なというのが本当に印象になっております。 

  ぜひともこういう今までの教育指導という形の

方をしっかりまたやっていただきまして、ぜひ那

須塩原市の子供たちの未来にとって大変いいよう

な形をやっていただきたいということをお願いし

たいと思います。 

  それで、いじめの関係で少しお伺いしたいと思
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います。 

  金子議員の答弁で、小学校で18件、中学校で６

件いじめがあったということでございましたが、

このいじめに対しては、自殺につながるような重

大ないじめというのはあったのかどうかお伺いし

たいと思います。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） お答えします。 

  前回の金子議員のところで実数は報告いたしま

したが、その原因といたしましては、主に友人関

係、それから部活動不適応と、こういうふうなこ

とで、自殺の関連という形では報告は受けておら

ないということです。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） 友人と部活というような関

係でありましたが、部活においては、自殺があっ

たような記憶もちょっとあるんですけれども、全

国の中で。 

  そんな中で、このいじめに対して、この18件と

６件があったということですが、具体的にどのよ

うな指導をしたのかお聞きしたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） 具体的な対策等におきま

しては、各その問題に対するその各学校の担当者、

並びに場合によっては市教委の指導主事の訪問等

を加えまして、個々に対応を行ってきたというと

ころでございます。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） その指導において、今、具

体的にやってきたということなんですが、特に何

か問題的なこと、逆にまた解決できなかったよう

な事例とかそういうものがもしありましたら。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） 実数のところに、そのう

ち経過観察中、小学校では３件、それから中学校

６件中、経過観察中１件というふうなことが、３

月に行った聞き取り調査でございまして、これは、

一応の解決は見たものの、まだ経過観察をしなが

ら、新しい学級編成もありましたので、その中で

旧担任等との引き継ぎの中で観察指導という形で

ございます。 

  ですので、今、大きな問題で引きずっていると

いうことではございませんので、その点でお答え

いたします。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） わかりました。引きずって

いないということであります。 

  いじめに対しては、教育再生会議など非常に厳

しい提言が今なされているような、ちょっとイメ

ージを私持っております。学校の出席停止とか、

警察と関連して対処すると、そんな厳しい対処の

仕方を今、これ指導になるかどうかわからないで

すけれども、文科省から出てくるかどうかわから

ないんですが、そういう対応もちょっと叫ばれて

おりますが、やはりまずは、先ほども教育長は言

いましたが、心に響く指導、まさに私、そのとお

りだと思っております。ぜひやはり子供たちに反

省させること、そして更生させること、これを一

番にぜひ考えていただきまして、今後のご指導の

対応をお願いしたいなと、このように要望しまし

て次に移りたいと思います。 

  教員の関係の人格や指導力の関係でございます

が、いろんな研修をやって、そういうのは教員に

対しては研修をしているということでありますが、

今国会において、教育職員の免許法改正案が提出

されるなど、不適格教員の取り扱いが取りざたさ

れております。 

  その中で、この那須塩原市において、この指導

力不足、こういう方が認定されている、もし教員

がいれば教えていただきたいなと。 
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○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） ただいまの質問にお答え

します。 

  まず、教育再生会議での免許法の改正なんです

が、最終的に、一言で言うと、私は、児童生徒、

地域、保護者等の信頼の構築ということに尽きる

んではないかと思っております。 

  さらに本市では、その中で不適格教員という形

がいるかどうかというご質問ですが、私が４月１

日から入った時点ではゼロなんですが、それ以前

に１名ほど研修を受け、今現場復帰をしておりま

す。そういうことがありました。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） 今のお話を聞きまして、非

常に私は安心したところでございます。 

  やはりいろいろ全国では、この教師に対する指

導力不足とか不適格というような話がかなり本当

に取りざたされて、私も非常に心配していたんで

すが、現場ではそういうことがないということか

なと感じておりますので、よろしくお願いします。 

  じゃ、次の関係でございますが、耐震の関係を

ちょっとお聞きしたいと思います。 

  耐震の関係で、今調べてあるところだけで結構

なんですが、早急にこれは対応しなくちゃならな

いというような物件があるのかどうかお聞かせい

ただきたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 教育部長。 

○教育部長（君島富夫君） 早急にするかしないか

という、私もわかりませんけれども、数値で申し

上げれば、耐震の場合にはＩｓ値で申し上げます

と、0.3以下が対応した方がいいと、こういう状

況でございます。そういう中で、棟数から申し上

げますと、校舎については７棟、そして体育館に

ついては３棟という18年度の結果でございます。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） そうすると、校舎に対して

７校ですか。この中で、具体的な例をちょっと言

っちゃいますが、戸田小学校が多分、校舎の中で

は一番ちょっと古いのかなと思っております。こ

れの耐震診断というのはやってあるのかどうかお

伺いします。 

○議長（植木弘行君） 教育部長。 

○教育部長（君島富夫君） 戸田小については、鉄

筋ではございません。木造なものですから、今回

の対象に入っておりません。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） わかりました。 

  問題は、やはり安全というのが一番かと私は思

っていまして、先日、やはり戸田小学校の校舎の

方を私、見させていただきました。43年だと思っ

たんですが、建設が。そうすると、私、33年生ま

れなので、戸田小学校じゃないんですが、まさに

私がその当時いたような小学校というような形の

中で、私は、映画監督だったらぜひともロケーシ

ョンに使ってみたいなというような、まさに教室

でした。 

  その関係で、もし今地震が来たときに、そうい

う子供たちの安全面に対する、こういう取り組み

というのはどのようにやっているのかお伺いした

いなと思います。 

○議長（植木弘行君） 教育部長。 

○教育部長（君島富夫君） 地震の規模、どれくら

いが、どこまでもつかと、これは私もわかりませ

んけれども、木造校舎につきましては、意味はい

ずれにしましても、制度上、危険校舎、不的確校

舎と、こういうふうになっておりまして、危険校

舎の数値、木造でありますけれども、戸田小は出

ていないと思っております。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 
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○３番（眞壁俊郎君） 今、戸田小は出ていないと

言ったんですが、私、先ほど質問したのは、子供

たちに、どういうその地震のときの対策をとって

いるのかと。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） 児童生徒の安全に対する

学校経営の中での取り組みということでございま

しょうか。 

  毎年、消防訓練と同時に年に２回は定期的に、

学校経営の中で避難訓練及び防災訓練ということ

で位置づけております。その他の防災にかかわっ

て、危険者対策とか、すべてに対する安心・安全

のための訓練ということで取り組んでおるんです

が、防災に関しましては年に２回は最低取り組む

と。学校によっては、さらに不備な点があればそ

れを補強するという形で取り組んでいる現状でご

ざいます。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） ありがとうございました。

しっかり取り組んでいると確認しております。あ

りがとうございました。 

  次に、学校の適正化の中でちょっと１点だけ再

質問したいと思います。 

  小規模校へ複式校の教育の充実を図るために、

他校との相互の交流、こういうものを積極的に今

推進するというような形が出ているかと思うんで

すが、これについてはどのようなことをやるのか

お聞きします。 

○議長（植木弘行君） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（井上敏和君） 今の質問の要点がちょっ

とわからなかったのですが、今、大規模校と小規

模校の交流ということでしょうか。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） 他校との交流というような

形の中で、教育概要でしたっけ、あそこの中で少

しうたっているところがあるんですが、教育を充

実するために他校との相互交流を積極的に推進す

るというようなことをうたっているんですけれど

も。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） 他校との積極的な交流と

申しますのは、行事とか、それから一つのイベン

トに対して、そういう中で、一つの小さな学校で

一つの小さな行事をというのではなくて、大きな

集団との中での交流ということと、それから小中

連携なんかが起きますと、その中で小規模の小学

校から大規模の中学校へ行くとか、そこで交流会

をするとか、そういうことで私どもは考えて取り

組んでいるところです。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） 行事とかそういうものはわ

かりました。 

  ちょっと心配なのは、やはり複式とかになりま

すと学力面がどうかなというのをちょっと心配し

ているところがありますので、その辺は何かある

のかどうか。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） 確かに学力の面では、小

規模、大規模にかかわらず心配な点もあるところ

でございますが、逆に小規模校のメリットといた

しまして、学校規模数に応じた教員の適正配置、

定員がありまして、教員１人当たりの児童生徒数

が、小規模校に関しましては非常に効率的に、極

端に小さな学校だとマンツーマンに近い形という

ふうなことがとられます。まして複式学級の解消

ということでは、市の方でも複式支援というふう

な、市の採用教師を５名ほど採用しまして、それ

に補充しておるところでございます。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 
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○３番（眞壁俊郎君） わかりました。特に心配な

いということかなと思います。 

  続きまして、開かれた学校の関係でございます

が、開かれた学校や特色ある学校、こういうこと

をずいぶん前からやっていると思うんですけれど

も、これについて、成功例というか何か好事例み

たいのがあればちょっとお聞きしたいなと。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） 開かれた学校の、先ほど

ご説明したとおりでございますが、例えば地域連

携、学社連携、融合という観点からすると、公民

館と学校との行事の共催、例えば日新中、黒磯北

中、それから東那須野中学校では、強歩という、

地域の実態で、黒磯北中では、那須疏水というふ

うなものを関連づけて、地域の小中全員がそこに

参加しながら公民館との共催で行う。それから、

東那須野中では、熊川という地理的条件から、そ

れを地域の意識づけに、それに取り組む。高林に

おきましては、そばの里ということで、全校そば

打ち体験、これを地域の方の協力を受けてやって

いると。 

  さまざまなそういう取り組みの中で、かなり成

功例としては、各学校で思い思いの特色を出して

いるのが今の現状でございます。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） ありがとうございました。

さまざまな事例があるということで。 

  私、ＰＴＡの会長や学校評議員をやっておりま

すが、私の地元、高林小学校なんですが、まさに

私たちの外部の意見をしっかり取り入れていただ

きまして、保護者に対してのアンケートとかそう

いうのも実施して、しっかり取り入れるものに関

してはすぐに取り入れる、取り入れられないもの

に関してはしっかり保護者に説明するというよう

な形で、やはり私はしっかりやっているなという

のは感じております。ぜひ開かれた学校とか特色

ある学校ですか、こういうものを引き続き対応し

ていただきたいと思います。 

  私は常々、校長先生に、１番の学校にしましょ

うよという話をするんですよ。これは何が１番か

は定かでないんですけれども、そんなところで、

やはりぜひ魅力ある、特色ある学校づくりをこれ

からも教育の方でお願いしまして、地球温暖化の

対策関係の方の質問に移ります。 

  温暖化の対策については、市役所関係の中につ

いては平成19年４月にやはり環境マネジメントシ

ステムですか、これをつくってこれから実施する

というようなお話なんですが、たまたまちょっと

私、この質問をしたときに、下野新聞で実行計画

が出ているというので、那須塩原市にちょうど丸

がついていたので、どんなものが出ているのかな

ということでちょっと取り寄せたら、これだった

んですが、これに関しては、那須塩原市としては

市民のところには公表しなかったのかどうか。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お答えをいたしま

す。 

  実行計画というのは、那須塩原市役所が一つの

事業所ということで、事業所として実施するもの

でございます。ご質問にもありました、市長答弁

でありましたけれども、地域の方の計画が、特に

市民と一緒に、事業所と一緒にということで、こ

れはこれからということで、庁舎内部の説明会な

り、そういうものはしっかりやってきたつもりで

すし、今までのノウハウ等をもちろん職員は持っ

ていますので、実施に当たって初めてのことでは

ないという形で取り組んでいただいているという

ふうに理解しております。 

  ですから、もちろん市民の方にも広報等をして、

事業所として頑張っていますよという情報は当然
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発信していくべきだと思いますので、その辺は工

夫はしていきたいとは思います。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） 公表については、この間も

報道がありましたが、これは読売新聞だったかと

思うんですが、71％の方が、地球温暖化に対して

は不安を持っている、そして何らかの対応をして

いきたいというような考え方がありますので、ぜ

ひとも市民を巻き込んだ形の中で、やはりこの問

題についてはやっていただきたい、これをちょっ

と要望したいなと思います。 

  この環境マネジメントシステムを私、見まして、

大変よくできているなと思いました。本当に具体

例なんかもしっかり書いてありまして、このこと

をしっかり行えば、まさにこの温暖化対策はでき

るのかなと思いました。 

  推進に当たっては、ＰＤＣを回したり、あと目

標、目的に対して定期的に報告をしたり、内部の

検査も実施しているというような形で、よくでき

ているかなと思いました。 

  ちょっと何点か質問させていただきたいと思い

ます。 

  まず、この中で温室ガスの削減のパーセントを

６％にしてあるんですが、これに関してはどうい

う理由で６％にしたのかお伺いしたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） この６％の科学的

根拠というのが、正直に申しまして、どこをとっ

たのかと言われると非常に苦しい答弁なのが正直

なところなんですけれども、京都議定書の基準年

度と我々の基準年度が違うので、同じ６％をまね

てとったといっても基準年度が違うということが

ありますが、一つの精神論として、国際的な公約

として６％の減をしていこうという話でありまし

たので、我々の方も一応６％という形でさせてい

ただくということで、なかなか基準年度が違うの

でどうなんだという議論が確かにあろうと思いま

すが、その辺はなかなか苦しい答弁になるのが正

直なところでございます。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） そうですね、ちょっと厳し

いというか、難しい答弁になるかなと思います。 

  基準年度にしましても、那須塩原市の場合は

2005年でしたけっけ、取り組みが。あと５年後に

６％ということでありますが、京都議定書の場合

は1990年比に対してマイナス６％というような形

なので、今、全国においても、５年後においては

ＣＯ２の排出量が、８％ですか、ふえて、実際に

基準年度が多分2012年かと思うんですが、それに

対してはもう14％減らさなければ実際にだめだと

言われているところなので、ぜひこの数字につき

ましては、１年後、この具体的な事例をしっかり

やっていただいて、見ていただいて、ぜひとも京

都議定書のマイナス６％の方に私はつなげていた

だきたいと思います。 

  少し民間企業が公表している取り組みで、これ

は2000年の実績から2005年までの実績があるんで

すが、電気の使用量につきましては、2000年の実

績に対して25.8％の減、こういう数字も出ており

ます。これは民間企業なんですが。 

  あともう一つは、先日報道があったんですが、

宇都宮においては、排出ガス、これは多分５年計

画で、2005年の結果で13％という数字が出ており

ます。 

  鹿沼においては16.8％という形で、取り組み方

によってやはりかなりの開きが出てくるというよ

うな形かなと私は思っておりますので、ぜひとも、

６％ですか、今回出ておりますが、この数字は、

上げれば上げるほど私は削減するのが一番いいだ

ろうと思いますので、ぜひその辺はよろしくお願
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いします。 

  特に、私、東京電力なんですが、排出ガスの割

合においては電気の使用量というのが、那須塩原

市、このマネジメントに書いてあるのは74％とい

うことですので、やはりこれ電気の使用量を下げ

ることによって、この排出ガスを抑えられるとい

うような形になるかと思いますので、お願いした

いと思います。 

  先日、家庭でも電気製品の省エネ家電、こうい

うものに取りかえるだけでＣＯ２の４割が削減で

きる、こういう記事がありました。この那須塩原

市のマネジメントシステムをちょっと見ましたら、

基本的に、不要な電気を切るとか、そういう何か

人の手でというようなところが非常に多いんです。 

  実際にこれ削減効果がやはり一番出るのは、先

ほど申しましたが、省エネの機器への取りかえと

か、建物の省エネルギーの改修、また運転管理の、

こういうところに非常に大きな要因があります。

ぜひこういうのを検討していただきたいなと思い

ます。 

  少し提案的になりますが、庁舎など、省エネに

ついてＥＳＣＯ事業というのがここ数年、国や地

方自治体で今導入されてきております。内容的に

は、建物の省エネルギーに関する診断を初め、方

策導入のための設計・施工、導入設備の保守・運

転管理、事業資金の調達、こういう包括的なサー

ビスを提供しまして、それまでの環境を損なうこ

となく省エネルギー改修工事を実施している。そ

の結果得られる省エネルギーの効果を保証すると

ともに、省エネルギー改修に要した経費、投資、

こういうものをすべてエネルギーによる一定期間

の経費の削減分で還収されると。その還収された

残余については利益になる、こういう制度でござ

います。 

  経費の削減、ＣＯ２の削減、これ一石二鳥の内

容かなと思うんですが、これについてはご存じで

しょうか。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） 大変不明を恥じる

しかないんですが、今の単語につきましてはちょ

っと勉強不足でございまして、当然、ＣＯ２の削

減の内容についてはある程度勉強してきたつもり

なんですが、その辺についてはちょっと勉強不足

でございまして、不明を恥じる次第でございます。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） ここでちょっと事例があり

ますので、ＥＳＣＯ事業につきましては県内で２

カ所ほど今導入されております。栃木県のがんセ

ンターと宇都宮市の本庁舎で導入しております。

宇都宮市においては、これは予定でありますが、

ＣＯ２の削減が、32.1％の減、省エネルギー率が

27.6％の減、光熱水費にしては、年間、実に

2,200万円、こういうのを見込んでおります。宇

都宮市につきましては、この本庁舎だけじゃなく

て、省エネルギーの診断についてはすべての市有

の施設について実施していくというふうな話にな

っております。 

  ぜひこれにつきましては、先ほども聞いたばか

りだということなので、ぜひ検討していただきた

いということを要望して次に移りたいと思います。 

  今度は市の全体の取り組みの中になりますが、

まさにこの那須塩原市版の環境マネジメントシス

テムがことしの４月に作成されまして、これから

やっと那須塩原市も数字目標を立てて実施してい

くということでありまして、これからなかなか市

民の方までというのは大変難しいなと私も思って

おります。 

  小山市なんですが、やはりこの小山市が環境基

本計画の中で省エネルギー対策を重点課題として

取り組んでおります。ことし２月にＣＯ２の削減
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量、あとエネルギーの消費量、この削減数値をし

っかり目標に取り入れた小山市地域エネルギービ

ジョン、こういうものを作成して、まさに今、取

り組みが始まったというところかと思いますが、

やはりこういう取り組みについてはちょっと難し

いかなと思いますが、どのように考えていますか。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お答えをいたしま

す。 

  名称は、法律的には地域推進計画というのが、

市全域を対象にして、要するに官民一緒になって

やっていこうというものでございまして、これに

つきましては、今勉強をして始めたところでござ

いまして、これもつくっていくのにはそんなに正

直言って難しくはないんですね、計画書自体は。

でも、これもやはり先ほどの質問にもありました

ように、市民とどうつくっていくかというのが、

市民の実行する部分でかなり、事業所の実行する

部分がかなりありますので、一緒につくっていく

仕組みとか、そういうものをしっかりしてつくっ

ていきたいなと。 

  その前段として、今年度は環境基本計画もそう

いう視点で地元に入って説明会をしたり、シンポ

ジウムもしたりということで、また、もちろん今、

市民懇談会でやっておりますけれども、住民参加

でやっていく。それをより一層進めた形で地域推

進計画をつくらないと、絵にかいたもちにまるっ

きりなりますので、その辺は若干時間をかけなが

らやらせていただきたいなというふうに思います。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） 環境基本計画の方が本年度

中に作成するということなので、この中でやはり

出てくるんだろうと思います。ぜひともやはりこ

の地球温暖化につきましては世界的レベルの話で

もありますし、本当に私たち一人一人が取り組む

問題だと思っております。 

  まさにこの自治体の地球温暖化推進に当たって

は、実現すべき目標を設定する、こういうことが

多分一番重要になってくるんだと思います。国際

的には、先ほども申し上げましたが、京都議定書

の1990年比の６％削減、また、今サミットで、

2050年までに排出量を50％にする、こういう数字

がやはり出てくるのかなと私は思っております。

出てきても、本当に今、国と自治体、どのように

協力して達成していくかと、こういうものが極め

てあいまいで、本当に具体的な取り組みを今つく

られていない、こういう状況かなと私は思ってお

ります。 

  自治体がぜひ独自の目標を十分根拠を持って設

定する、このことは非常にやはり困難、難しいと

思います。地球温暖化につきましては、やはり自

分、家庭、企業、自治体、こういう人が積極的に

実行に移す、こういうことでやはりやっていく、

大変重要な世界的問題かと思っております。 

  那須塩原市においても、県北の拠点都市として

の責務としまして、また将来都市像、人と自然が

ふれあう安らぎのまち那須塩原市を目指すために

も、そして本市として最大重要課題である産業廃

棄物問題をこれは解決されるためにも、まずは環

境政策の先進自治体、こうなれるような那須塩原

市になることを要望しまして、私の一般質問を終

了したいと思います。 

  ありがとうございました。 

○議長（植木弘行君） 以上で３番、眞壁俊郎君の

市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 磯 飛   清 君 
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○議長（植木弘行君） 次に、７番、磯飛清君。 

〔７番 磯飛 清君登壇〕 

○７番（磯飛 清君） 皆さん、お暑うございます

という言葉が適正か別といたしまして、お疲れの

中、本日３人目の一般質問を始めさせていただき

ます。 

  けさ、登庁の際、正面玄関付近に小さなお子さ

んを抱いたおばさんがおりました。私も出がけに

我が家の孫と別れてきたばかりであり、その情景

を拝見させていただき、休らいだ気持ちになりま

した。登壇の緊張も和らいだところであります。

そのお子さんを抱いたおばさんとは、この中にい

る議員さんの一人であります。やっぱり人の子な

んだなと感じ、安堵したところであります。 

  本日は冒頭の陳述は準備をしてこなかったので

すが、その情景を見、急遽作成しましたので、一

読させていただきます。 

  私ごとで恐縮ではありますが、先月末、我が家

に２人目の孫が誕生いたしました。少子化が社会

問題として叫ばれている中、大変うれしく、幸せ

を感じたところであります。兄孫は、欲しいであ

ろう母親の愛情を小さな胸の中に抑え、生まれた

ばかりの弟である赤ん坊の面倒をかいがいしく見、

幼くして兄になってしまった兄孫、その一連の行

動を日々見ていると、我が家の孫はもとより、毎

朝登校時に「おはよう」と声をかけ合い、あいさ

つを交わす136名の地域の子供たち、さらには世

界じゅうの子供たちの10年、20年後、そしてその

未来を思い、考えるところであります。 

  未来責任たるものを掲げるお方がおられます。

少子・高齢化対策、地球温暖化現象などを含めた

環境問題への取り組みは、まさに今、政治に携わ

る者への未来に向けた責任として課せられた命題

であると認識を強くするところであります。 

  そのような思いを抱きつつ、質問に入らせてい

ただきます。 

  環境行政について。 

  １．広域ごみ処理事業について。 

  ⑴09年度稼動を目標に関連工事が始まった那須

地区広域行政組合事業の第二期ごみ処理施設（那

須塩原市）の焼却施設の特筆すべきところは何か

伺います。 

  ⑵焼却灰の最終処理は、現在どのように処理さ

れているか、また、第二期処理施設が稼動した場

合の処理についてはどのように進めるかお伺いい

たします。 

  ⑶第二期施設の完成後は、施設までの収集運

搬・搬入経路変更などにより、現状の各施設より

遠距離の収集運搬地域が発生するが、運搬費用を

含めた委託料金についての考えを伺います。 

  ⑷那須地区広域行政組合事業であることから、

収集運搬コストの低減、環境影響の観点から、広

域行政の中で総合的なごみ収集・処理エリアの見

直しも必要と考えるが、所見を伺います。 

  ２番目といたしまして、行財政改革について。 

  １．公民館における窓口業務の設置について。 

  ⑴分権型社会の到来、創意と協働によるまちづ

くりの観点から、また、市民の目線に立った行政

の一環として、高齢化社会の対応、住民サービス

の向上、住民自治社会の窓口などを目的に、公民

館における窓口業務の設置についての考えを伺い

ます。 

  ⑵公民館窓口業務の運営については、モデルケ

ースとなる箒根出張所を含めたハロープラザが旧

町以来稼動しているが、総合的な効果評価をどの

ようにとらえているかお伺いいたします。 

  以上で１回目の質問を終わります。 

○議長（植木弘行君） ７番、磯飛清君の質問に対

し、答弁を求めます。 

  市長。 
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〔市長 栗川 仁君登壇〕 

○市長（栗川 仁君） ７番、磯飛清議員の市政一

般質問にお答えをいたします。 

  私からは、環境行政の項１、ごみ処理事業につ

いてをお答えいたします。 

  まず、⑴の第二期ごみ処理施設における焼却施

設の特筆すべきところでございますが、一言で言

えば、リサイクルを旨とした施設であるというこ

とであります。 

  処理施設へ持ち込む前の分別、リサイクル等を

前提といたしまして、施設といたしましては、第

１に、ごみを燃やした熱で発電を行い、施設機器

の駆動や設備照明などに利用いたします。第２に、

発電をしたエネルギーで焼却灰を溶融スラグ化し、

路盤材などに利用します。このほか大きな特徴と

いたしましては、敷地内の自然林を活用し、地域

開放型の環境学習機能を持ったエリアを整備いた

します。隣接地域にある田舎ランド鴫内や市内小

中学校の環境学習の場として活用する計画であり

ます。 

  次に、⑵でございますけれども、焼却灰の最終

処分につきましては、現在、黒磯清掃センターの

焼却灰は、西岩崎にある市の最終処分場に埋め立

てを行い、西那須野及び塩原の焼却灰は、広域行

政が設置管理をしております黒羽グリーンオアシ

スに埋め立てております。 

  第二期処理施設が稼動後の焼却灰は、現行の３

地区の区分は困難になりますので、その処分方法

については広域行政が検討しているところであり

ます。 

  次に、⑶の第二期ごみ処理施設稼動後の運搬距

離につきましては、塩原地内の箒根地区と黒磯地

内の高林地区を除いて遠くなります。収集運搬に

つきましては、収集区域の見直しなどで効率化を

図るとともに、原価を精査し、委託料を算出して

いきます。 

  ⑷の広域の中でのごみの収集・処理エリアの見

直しについてお答えをいたします。 

  那須地区のごみ処理は、平成12年３月に策定し

た栃木県ごみ処理広域化計画に基づく那須地域ブ

ロック広域化基本計画により、施設の整備や運営

が行われております。 

  ご指摘のとおり、那須地区全体を見たときに、

収集・処理区域を見直すことで効率化が図られる

ことは認識しておりますが、第一期施設と第二期

施設とでは、処理の方法の違いや施設整備費、維

持管理費について負担割合の違いなどがあるため、

現在のところ、収集・処理区域を見直す考えはご

ざいません。 

  このほかにつきましては、企画部長より答弁を

いたします。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） それでは、私の方から、

行財政改革についての公民館における窓口業務の

設置につきましてお答えいたします。 

  現在、平成20年度を目途に組織・機構の見直し

を行っております。 

  今回の見直しは、本市が今推進しています行財

政改革の考え方に基づいて行うもので、簡素で効

率的な組織・機構への転換を図るものであります。

そのためには、改革の基本目標である「総合支所

方式を廃止し、本庁方式とする」という考え方の

もとで、本庁に事務の集約を図り、職員定数の適

正化とあわせ、より合理的な組織を目指すもので

あります。 

  ご質問の公民館における窓口業務の設置につき

ましては、市民がより身近な場所で行政サービス

の提供を受けることができる利点がございますが、

一方では職員の配置などの問題もあり、今回の20

年度の見直しの中では難しく、今後の検討課題と
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して研究してまいりたいと、このように考えてお

ります。 

  次に、ハロープラザの総合的な効果評価をどの

ようにとらえているかとのご質問にお答えをいた

します。 

  ハロープラザは、旧塩原町の箒根支所であった

ものが、合併により箒根出張所と名称を変えたも

のであり、出張所、公民館、そして図書館の３つ

の機能をあわせ持っております。合併後は、高林

地区、さらには赤田地区からの利用者もふえてき

ておりますが、一方では、これまで利用されてき

た方が西那須野支所などを利用するケースも数多

くあるようであります。 

  機能的には、箒根出張所は、各種業務の受け付

け、諸証明の発行、税金の収納など地域への窓口

サービスを提供しており、公民館としてのハロー

プラザは、各種講座の開催や地域住民のための施

設の提供を行っており、高い利用率となっていま

す。また、塩原図書館につきましては、箒根中学

校が隣接していることから、生徒を含む多くの地

域住民に利用されております。 

  これらのことから、当施設は地域住民に対し機

能しているものと、このように考えております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） ご答弁に対しまして、順次

再質問をさせていただきます。 

  まず初めに、広域ごみ処理事業について再質問

をいたします。 

  ご答弁をいただき、施設の特質、概要は大筋で

つかむことができたような気がいたします。 

  昨年、勉強を兼ねて、我々会派のメンバーと、

第一期の処理施設である広域クリーンセンター大

田原の施設視察を行いました。そのとき職員さん

の説明でも、大体、今の答弁内容と同様な説明を

いただいた記憶があります。施設特質や建造物は

別としまして、設備のイメージ、実像と申しまし

ょうか、それらについては第二期の施設も一期の

施設とほぼ同様というか、一期の施設を思い描け

ばよろしいでしょうか、その辺をお伺いいたしま

す。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お答えをいたしま

す。 

  以前から方式についてはお話ししておりますが、

改めて申し上げますと、ごみ処理施設の関係につ

きましては、全連続燃焼式ストーカー炉というこ

とであります。第一期もこの方式でやっておりま

すので、若干、会社が違うと形が少し違うかもし

れませんが、イメージは同じだというふうにご理

解いただきたいと思います。 

  あと違うのは、溶融関係が、電気溶融炉関係で

発電したものを使って、自分のところで発電をし

て、その後も溶融のエネルギーに回すということ

で、その点は違うことになります。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） イメージとしては、一期の

イメージを描いていただきたいというようなこと

かと思います。何か、どんな形になるのかなと、

常々、どういうイメージを持ったらいいかと思っ

ておりましたので、あえて質問させていただきま

した。 

  それで、視察時に一期のクリーンセンター大田

原のパンフレットをいただきました。パンフレッ

トの内容としては、ご答弁の施設の特質や各施設

の設備等の物の流れが詳細に示されております。

それで、パンフレットのタイトルにはこんなこと

が記されております。「快適な生活環境を守るた

めに、リサイクルと環境保全を考えたごみ焼却施
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設誕生」、さらには「資源を大切にするごみ焼却

施設。地域に、住民に、そして地球に優しい最新

鋭のごみ焼却施設、リサイクルプラザが誕生しま

した」と添え書きがされております。本市が使用

する、現在造成が始まった第二期のごみ処理施設

のキャッチフレーズ的には、第一期と同様と考え

てよろしいでしょうか。もしありましたらお聞か

せください。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） 正直に申しまして、

まとまったキャッチコピー等は今はまだ考えてお

りませんし、確かにパンフレット等をつくって市

民に見ていただいたり、そういうときに必要であ

りますので、適切なキャッチコピーなり、説明の

わかりやすい言葉を見出していきたいなとは思っ

ております。もう少し、まだ実際の実施設計を今

やっているところでございますので、その辺のま

とめぐあいを見たりしながら、そういうものはま

とめていきたいと思います。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） 少々難しいご質問になった

と思いますが、私が申し上げたいのは、先ほど添

え書きの中にあった「地球に優しい」という部分

であります。特に今回の議会においても、先日の

鈴木紀議員、あるいは先ほどの眞壁議員の質問の

中にありました、地球温暖化現象を含めた環境問

題、これらもこの施設を使用、利用するに当たっ

て、やはり地球に優しいごみ処理施設かと思い、

ただいまの質問をさせていただいたわけでありま

す。 

  続きまして、先ほどの答弁の中に、市内小学校

の学習の場として活用する施設というか、環境も

整えるという答弁がありました。小学生にとどま

らず、家庭や事業所から排出するごみの分別を含

めて、一番先に取り扱うご家庭の主婦の方や大人

の方、あるいは企業や団体にも呼びかけて、本市

におけるごみ処理の施策、あるいは環境問題の理

解度を高める意味で、見学機会を設けてはどうか

と思いますが、その辺についてはどのような考え

をお持ちになっているかお聞かせください。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お答えをさせてい

ただきます。 

  若干答弁が長くなりそうですけれども、少し宣

伝を兼ねましてご紹介しながら、どういう環境学

習施設を整えていくかについて説明をさせていた

だきたいなと思います。 

  発注仕様書の一部を引用してお話しするわけで

すけれども、リサイクルセンターの工事といたし

ましては、太陽光発電のアピールをできるような

施設、それから展示コーナー、リサイクルの今昔

物語、地球環境コーナー、ライフスタイルコーナ

ー等々が、まだまだありますが、考えております。

もちろん学習室も考えております。そのほか、幸

いにかなり広い敷地を有しておりまして、ご存じ

だと思いますが、山林等もありますので、単なる

ごみの処理施設という部分じゃなくて、自然も保

護するということで、現在も専門家が調査に入っ

ておりますけれども、その辺も保存するような形

で、一緒に一体となった環境学習ができる場だ、

これにつきましても、すべて市民の皆様に学んで

いただける場としたいと。小中学校と出たのは、

鴫内ランドとの連携というときには、小中学校が

特に歓迎するだろうということで、あくまでも市

民全体への環境学習の最前線の場だという内容で

整備をさせていただきたいと思います。 

  なお、予算の制限等もありますから、華美な大

きな施設自体はなかなかつくり得ませんけれども、

最小限のものの中で工夫をして、皆さんに学んで
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もらえるような施設づくりと、今度それをうまく

説明し、ごみ減量等に結びつけていくような啓発

活動をする発信をしていきたいというふうに思っ

ています。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ここで10分間休憩いたしま

す。 

 

休憩 午後 ２時００分 

 

再開 午後 ２時０９分 

 

○議長（植木弘行君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

  ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） いろいろ教育の施設を設け

て、あるいは自然を取り入れた施設を設けて教育、

勉強してもらうというご説明をいただきました。

先ほども申しましたが、やはり鴫内ランドの宿泊

者は子供さんが中心になるかと思います。私がこ

こで再度お願いしたいのは、大人の方々、特にい

ろんな面で大人の再教育なども叫ばれているとこ

ろであります。やはり行政としても、このような

すばらしい施設を設け、リサイクル、地球環境問

題を含めてリサイクル型の、循環型の社会をつく

る一環となればというような施策で行っていると

思います。 

  ごみを扱うのは、一般家庭においても企業にお

いても、当然、お子さんよりは大人の方が多いか

と思います。そのような形で、どのようにして、

ごみを排出する大人の方々をこの施設に呼び込ん

で、環境問題を含めた勉強をしてもらうか。やは

り大人の方を取り組む必要があるかと思います。

大人の方への、あるいは企業、団体への取り組み

としてどのように考えるか、もう一度お考えがあ

りましたらお聞かせください。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） 先ほど施設の一部

をご紹介させていただきましたけれども、このイ

メージは、一般市民に対して発信できるにたえら

れるような内容の、ソフトも含め整備をしていき

たいというお話をしたつもりでございます。本当

にこのごみ減量の方が中心で、出たものはすべて

燃してしまおうという発想でつくっていくわけで

はございませんので、我々の最終目標は、ごみ減

量、再資源化、そちらにありますので、そちらの

啓発施設だという意識で運営を、これは運営自体

は第二期ですから広域が行いますけれども、これ

は十分連携をとりまして、那須塩原市が主体的に

使うことになるわけでありますので、そのつもり

で進めてまいりたいと思います。 

○議長（植木弘行君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） ぜひそのような施策を設け

て、ごみに対する、あるいはリサイクルに対する

意識等を市民の方にもわかっていただけるような

施策を進めていっていただきたいと思います。 

  次の質問に移ります。 

  焼却灰の最終処理についてでありますが、現在、

西那須野地区、塩原地区の焼却場で排出された焼

却灰は、黒羽にある黒羽グリーンオアシスの方で

処理しているということで、その後については広

域行政組合の方で検討しているというご答弁をい

ただきましたが、現在、わかっていればで結構な

んですが、黒羽グリーンオアシスの埋め立て率が、

最初の計画に対してどのぐらい埋め立てが進んで

いるか、わかっていればお答えください。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お答えをいたしま

す。 

  報告をいただいている数字は、率で言いますと
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44.5％埋め立て済みと、18年度終了時点でです。

そのように報告を受けております。 

○議長（植木弘行君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） 44.5％ということで、まだ

半分強が残っている状態かと思います。それで、

今回この質問をさせていただいたのは、本市が使

用する第二期の処理施設ができた場合、本市とし

て旧黒磯市時代に単独の最終処理場を保有してい

る、その中で第二期が稼動して、今まで西那須野

地区と塩原地区が使用していた黒羽グリーンオア

シスの方は利用しないといった場合、当初の計画

でいきますと、旧大田原市、黒羽町、湯津上村、

西那須野町、塩原町、それらの排出量を勘案して、

あるいは予算的にも経費的にもそちらの５市町村

が計画を立てて、この埋め立て処分施設をつくっ

たと思います。それを途中で放棄する、放棄とい

う言葉はちょっと当てはまらないかと思うんです

が、二期の施設が完成した暁には、那須塩原市と

しては、もともとあった独自の最終処分地を利用

しますということになった場合、黒羽グリーンオ

アシスの方の当初の計画に影響が出るんではない

かというようなことが懸念されましたので、この

質問をさせていただいたわけであります。 

  ご答弁では、広域行政組合の方で検討している

ということではありますが、この件について本市

の今後の考えはあるのかないのか、もしありまし

たらお答えをいただきたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お答えをさせてい

ただきます。 

  基本的にグリーンオアシスの整備には、それ相

当の財源的に投資をしてあります。よって、変な

意味で言うと、それに見合うリターンがないとま

ずいわけです。放棄をしてしまった場合、じゃ、

その投資したお金も戻ってくるのかなという議論

にもなってしまいますので、そういうことではい

かがかと思っております。 

  これは広域から、まだ相手がいることでありま

すので、話し合いの途中経過を若干聞いておりま

すけれども、まずもって第１番目に、予定よりも

延命できそうだと。ですから、要するに埋蔵とい

うか埋め立て率がかなり低いわけです。ですから、

それは大田原の方にある第一期が溶融式になって

いますから、当然少なくなっています。減量化さ

れておりますので、埋め立ても減っていくと。も

ちろん、いろいろ努力もしているということもあ

ると思います。そういうことで、まずそれをお話

し合いしていると。 

  あと、第二期ができると、確かに相手の方の言

い分だと、那須塩原市のごみを明快に西那須野、

塩原分と旧黒磯の部分を分けられますかと、分け

られないでしょうという話を突きつけられている

わけなんですけれども、確かにそれは物理的には

非常に難しいけれども、搬入量で、要するにピッ

トに持ってくるときにはかりますので、それで案

分は十分できるだろうというふうな話し合いをし

ているところで、先々については、冒頭の市長答

弁のように、広域の行政でお互いがよりよい方向

でまとめていただくということで努力をしていた

だいていると聞いております。ですから、まだも

うちょっと時間をいただきたいと思います。 

○議長（植木弘行君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） 本市としての現在の考えと

いうのは理解できました。 

  このごみ処理事業は、私が申すまでもなく、那

須地区広域行政組合の中で行っている事業であり

ます。焼却灰の最終処理も含めてそのような関係

を、協調関係というか協力関係、今後においても

一期、二期の処理センターを稼動していく上でも

協力関係というものは今後においても必要かと思
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います。言うまでもなく、どちらか一方の処理施

設が機械のトラブルやそのほかの原因で稼動が困

難になった場合は、お互いが協力し合って、那須

広域地区のごみ処理に当たらなければならないこ

とも発生するかもわかりません。そのようなこと

も含めて、今後、協力関係がより深まるような方

策、現在においては２市１町が広域内の市町にな

っております。以前は７カ市町村という数の多い

自治体があったわけですが、現在は合併により３

市町しかありません。協力するにもしやすい、お

話し合いをするにもまとまりやすい状況になって

いるかと思いますので、ぜひとも協力関係がさら

に深まるような方策を話し合えるようなご提言を

広域の方にやっていただければとお願い、要望い

たしまして、この質問を終わります。 

  続きまして、３番目、第二期処理施設が稼動し

た場合のごみ収集エリアからの輸送距離について

再質問をさせていただきます。 

  現行の収集運搬費の料金設定は、輸送距離を勘

案しての設定になっているか。また、断続的に続

いております原油の高騰から成る燃料費、燃料単

価が上がった場合はどのように対応しているか、

お伺いいたします。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お答えいたします。 

  基本的には、委託ということで、年度当初に見

積もりをもらって、それで内容精査をして、了と

なった場合に委託契約をして実施しております。

１年間の契約でありますから、今言ったように、

原油が途中で高騰になろうが下がろうが、基本的

にはその契約でやっていくということになります。 

  あともう一点、さきにあった距離等の問題でご

ざいますけれども、計算方法は、主に人件費が中

心になってきます。あと、車の減価償却が、当然、

業者持ちの部分があります。一部こちらから貸し

ているものも、黒磯の方はこちらにあるものを少

し使っているというのもあると思いますが、基本

的にはそういう物件費関係、物件費の中には当然、

燃料費ということで、業者の方がそれぞれ経験値

等をもとにして積算をしている。それらを合計し

た金額が委託料となっております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） 今、ご答弁をいただいたん

ですけれども、最初に聞けばよかったんですけれ

ども、この収集運搬費の委託契約は、行政組合の

方ではなく単独市町で契約をしているという解釈

でよろしいんでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お答えをいたしま

す。 

  まだ那須塩原市の方は、３カ所ありますが市で

やっておりますので、当然になんですが、第二期

になった時点でも、搬入のところまで、要するに

ピットに入れるところまでは、どちらも一期も二

期もお互い自分らで責任を持っているという形に

なってきますので、収集運搬は那須塩原市の方で

考えて、直接に業者と契約をしてお支払いすると

いう形でいくことになります。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） すみません。変な質問の順

序になりまして申しわけありませんでした。 

  第二期施設が稼動した場合、当然のごとく、施

設場所が移動になるということで、輸送距離の延

伸や、先ほども申しましたが、燃料費の値上げ等

も含めて、コストの上昇は出てくると思います。

まだ２年先なので、燃料費の値段やその辺は定か

ではありませんが、もし２年後に二期の施設の稼

動が始まった場合は、コスト意識が先行して無理
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な委託料金、こちらを設定したりした場合、当然、

業者さんも営利の事業でありますので、無理な仕

事というか、作業につながるかと思います。輸送

車の安全走行や荷扱いが悪化してトラブルのもと

になり得ることも懸念されますので、だからとい

って料金をどんどん上げていくということも避け

なければならないところがあるかと思いますが、

ぜひとも、遠距離になるということで当然輸送コ

ストは上昇すると思いますので、収集区域の見直

しなどを含めて、効率のよい収集エリアというか、

収集の方法というか、そういったものを業者さん

ともよく検討しながら、効率のよい収集方法をつ

くり上げていただきたいと要望し、この質問を終

わります。 

  ４番目の広域の中での収集エリアについて質問

をさせていただきます。 

  正直申しますと、この項目につなぎたく、今ま

でくどくどと申してまいりました。ご答弁により

ますと、現在のところ、見直しをする考えはあり

ませんという答弁でございました。しかしながら、

皆さんも認識しているかと思います。広域の中で

見直しを図ることによって、どれだけ効率が上が

るか、それらは皆さんも当然わかっているかとは

思いますが、広域の事業とはいえ、他自治体との

関連もあり、なかなか難しいのかと思います。 

  ここで私が申し上げたいのは、連日、地球温暖

化を含めた環境問題、こちらが将来的に地球とし

て大変なことになるということで、今盛んに全世

界的に取り上げられているわけでありますが、そ

のような中で、広域の中で収集エリアを見直し、

できれば環境問題の対策にもなるかなと思いまし

て、取り上げた次第でございます。ご参考までに

皆さんも共通の情報として持っていただきたく、

１つお話をさせていただきます。 

  収集エリアの見直しに関連するわけであります

が、ご存じのように、私の住んでいる一区町は、

もうすぐお隣が大田原市、国境の町に住んでいる

感じであります。そのような中で、私が住んでい

る一区町の交差点、通称野崎街道と市道Ⅰ－１の

たて道、この交差点を定点に、現在の処理施設、

あるいは第二期、あるいは一期の距離を測定して

みましたところ、一区町の交差点から、現在、西

那須野地区が使用している処理施設までは10㎞で

あります。二期処理施設、蟇沼、こちらまで測定

しますと、コースによって若干異なりますが、約

20㎞から23㎞になります。約２倍になるというこ

とです。 

  ちなみに一区町の交差点から一期の大田原まで

は8.3㎞でした。ということは、西那須野の焼却

場から二期の方に移動した場合は２倍になると。

それと、大田原にもし搬入した場合は、8.3㎞で

すから約３分の１ぐらいで済むという、燃料のも

ととなる原油は化石資源であります。化石資源は

無限ではなく有限であり、また、燃料消費により

発生する二酸化炭素の排出量、こちらも含めて環

境問題を考えると、やはり広域の中での収集・処

理のエリアの見直しができないかなと願うところ

であります。 

  ちなみに、皆さんご存じだと思いますが、那須

町が現在、第一期の大田原に搬入しております。

黒田原の富岡にあるごみのストックヤードから大

田原までの距離は、約34㎞という説明を受けまし

た。ちなみに一区町から34㎞走るとどこまで行く

かということで計測してみましたら、宇都宮に向

かって南下していきますと、せいぜい入り口の鬼

怒橋ぐらいまでかなと思ったんですが、鬼怒橋を

越え、結果的には、平出の工業団地に松下電器の

工場がありますが、あそこまで行きました。随分

遠いところまで運んでいるなというのが実感であ

りました。 
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  そのようなことも踏まえて、今すぐとは難しい

というようなことでありますので、今後、広域の

中で、あるいは２市町の中で含めて、このような

ことを検討されることを要望いたしまして、この

質問を終わりにします。 

  続きまして、公民館窓口についてでありますが、

ご答弁の中で、組織・機構の見直しは20年度を目

途にという答弁をいただきましたが、これは20年

度までに機構の見直しをするということか、ある

いは20年度から新しい組織・機構で稼動するか、

どちらになるかお伺いいたします。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） ご答弁申し上げます。 

  この件につきましては、昨年の12月の議会の全

員協議会で、組織・機構改革に関しての方針とい

うことで、私どもの方、議会の皆さんにお知らせ

したつもりだったんですけれども、その中で、基

本的な考えということで、平成20年４月から新し

い体制でスタートすべく、昨年、それからことし、

昨年の秋ごろから方針的な考え方をまとめ、その

後、骨格づくりということで検討に入っておりま

す。 

  現在作業中ですけれども、本年の８月ごろまで

におおむねの組織の形をつくりまして、その事務

的な規則等の整理もございますけれども、それの

整理をいたしまして、20年４月から新しい体制で

スタートをしたいと。基本的考え方は、先ほど申

したとおりであります。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） 了解しました。 

  となりますと、本庁方式になった場合の現在の

支所ですが、支所の業務内容というんですか、機

能というんですか、それらはどのようになるか、

ちょっと勉強不足なものですから、ご説明をいた

だきたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） お答え申し上げます。 

  実はこの検討委員会もこれまで14回ほど、検討

委員会と申しますのは、各部から課長、それから

課長補佐２名ずつ出ていただきまして、これはそ

れぞれ部を代表するということではなくて、市全

体のこれまでの、課長、課長補佐ですから、経験

も踏まえて、那須塩原市として現時点で一番いい

組織のあり方を検討できる人たちだろうというこ

とでのメンバーなんですけれども、各部からそう

いうことで２名ずつ出ていただいて検討委員会を

つくったと。ここで骨格的なものを考えていくと。

こういう全庁合意のもとに、この検討委員会を14

回ほど現在まで開いております。 

  正直なところ、先ほど申し上げましたですけれ

ども、最終的な結論を８月ごろに出したいという

ことで、まだ具体的中身については公表できると

いいますか、公にできる段階ではないんですが、

イメージから申し上げますと、これまで合併以来、

昨年18年４月から一部、教育委員会なり、塩原支

所を新築のかいもありまして、前倒しで本庁的な

集約を図ってきたということで、今回はそれ以外

といいますか、そちらが重点になるわけなんです

けれども、これまで本庁と支所で重複しているよ

うな業務、例えば企画とか計画的なもの、それか

ら技術的なものでいきますと設計等々、こういっ

たものをより効率よくしていくというようなこと

で、それらについては本庁に集約を基本的に図っ

ていくと。 

  ただ、直接市民の窓口となるようなものについ

ては、それぞれ支障のないように体制をとってい

くと、こういう基本的な考え方で、本庁方式とい

いますか、そういうことで進めたいと、こんなふ

うに考えております。 
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○議長（植木弘行君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） 了解しました。 

  それでは、公民館の窓口業務の方に戻ります。

答弁によりますと、今回の組織・機構の改革の中

では難しいという答弁があったかと思いますが、

難しいというのは、時限的に難しいのか、それと

も公民館における窓口業務の設置そのものが難し

いというのか、その辺はどのように考えているか

お聞かせください。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） ご質問の本題に入る前

に、今回の見直しの考え方、先ほど申し上げまし

たですけれども、基本的に、これまで合併という

特殊事情の中で、総合支所方式といいますか、そ

れぞれ旧市町の体制を残しながらスタートをした

と。ただ、それでは合併の効果といいますか、効

率化、合理化、職員等の削減と、こういった俗に

言われる合併のメリットが図れないという認識か

ら、今回、本庁方式といいますか、集約化を図っ

て合理化をしようと。そういう考え方の中で、今

回ご提案にありますそれぞれの公民館に窓口と、

こういうことになりますと、一方では集約を図り、

一方では、ある意味、窓口を分散していくと、こ

ういうようなことで、これを同時にやるというの

はエネルギー的にも相当難しいんではないかと、

そんなふうに考えます。それが第１点です。 

  ご質問にありました、設置自体がどうだと、こ

ういうことなんですけれども、ただ、議員の方も

ご承知かと思いますけれども、県南の幾つかの市

では、こういうスタイルでやっているところも実

際ございます。ですから、こういう市民の窓口を

集約型でやるか分散型でやるかと、これは両方あ

ると思います。私の方もそれはそのとおりだと、

それは選択の問題ではないかということで、でき

ないことではないと思っております。 

  そういうことで、今回の20年４月からの見直し

という部分では、先ほど申し上げました理由で、

いろいろ検討会の中でも話題にはなっております

けれども、今後の課題としていきたい。 

  ただ、組織もそれを見直しすれば恒久的にとい

うことではありませんので、ただ、この窓口をた

だいま申されるようなご提案のようにするという

ことになると、また大きな改革でありますので、

何かきっかけがないと、なかなかそこまでの組織

を検討するというのも、部分的な見直しではない

ですので、難しいかと思いますけれども、そうい

う時期が来れば、こういった問題も十分考えて組

織立てをしていくということも必要なんだろうと、

それは十分理解しています。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） ただいまのご答弁の中に、

県南の方のある市ではやっているところもあると

いうお話ありました。私もちょっと調べてみたと

ころ、鹿沼市、こちらが既に導入して、稼動を行

っております。鹿沼市には、14の公民館という表

現ではなくコミュニティーセンターという表現で

あり、14カ所で窓口を導入している。扱い業務と

しては、今、支所、本庁で扱っている窓口業務、

いろんな証明書の交付やら収納やら、すべての扱

いがなされているようであります。既に実施して

いるところもあると、事例もあります。 

  さらには、さきの春の統一地方選挙において、

県内の栃木市の市長選において、現市長が選挙の

中での公約の中に、やはり公民館窓口の設置とい

う選挙公約をされたというお話も伺っております。

やはりその市独自の、その市その市の考えの中で

こういった政策が取り入れられているのかなと思

います。 

  だから本市も導入してくださいという単純な要
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望ではなく、今後の市政を運営するに当たって、

どうも最近、これは本市だけではない現象かと思

います。先日のある議員さんの中でも、自治会離

れなんていう話がありましたが、年々、行政離れ

が進んでいるように感じ取れているものですから、

何とか行政離れに歯どめをかける、そのような施

策の一つとして、行政が地域に出向いていく。た

だ出向いていくのではなく、行政の仕事、事務、

あるいは業務を通して、地域、さらには地域住民

と密着しながら連携して、地域、あるいは地域づ

くりに参画してもらう一つの方法になるのではな

いかなというようなことも考えて、ご提案をさせ

ていただいたわけであります。 

  そのような中で、本市の中でも一つの事例とし

て、旧町以来稼動している箒根出張所の話を挙げ

させてもらったわけです。私もこの質問をするに

当たって、出張所に行っていろいろお話を伺おう

と思いまして、出向いていきました。あの出張所、

ハロープラザに入った瞬間に、先ほど部長が答弁

して、住民との間の機能が果たされているという

答弁がありましたが、私もまさに入った瞬間感じ

ました。空気が違います。本庁や西那須野支所の

入った瞬間の空気とは違うものを感じました。私

も２年前までは一市民、町民でありました。警察

に行くのと役所に行くのが一番苦手でありました。

今も最近、毎日のように庁舎の方に来ていますが、

入ってくる市民の方の顔がこわばっています。そ

れが箒根支所は、そういった雰囲気になれない、

そんな感じを受けたものですから、箒根支所は、

ご答弁のごとく、その機能は果たされているもの

と感じ取っております。 

  そういった事例が本市内にあるものですから、

そういったものを地域の公民館の中に取り入れて、

地域と一体となり、市政に参加、参画できる一つ

の要因づくりにならないかなと思い、提案をさせ

ていただきました。 

  さしずめ、例えて表現を変えれば、サテライト

支所、あるいはサテライトオフィスになるかなと

思います。それで、サテライトって何かなと思い、

辞書を調べてきましたら、説明は難しいようで、

例をとって辞書にありました。サテライトスタジ

オ、親放送局から離れた地方放送局、親極の電波

を受信し、別の周波を使って再放送するテレビ局

の中継局と。まさに本庁支所方式を取り入れ、本

庁から指示を発信し、サテライトである公民館が

受け、地域の周波数、例えば私が住んでいるとこ

ろだったらば、多少なまりを入れて住民に発信す

る、それが親しみとなって連携につながる、そう

いったものにつながっていって、市民の行政離れ、

あるいは市町づくりの参画…… 

○議長（植木弘行君） 磯飛議員の質問の時間がな

くなりました。 

  以上で７番、磯飛清君の市政一般質問は終了い

たしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 平 山 啓 子 君 

○議長（植木弘行君） 次に、10番、平山啓子君。 

〔１０番 平山啓子君登壇〕 

○１０番（平山啓子君） 議席10番、平山啓子でご

ざいます。本日最後の登壇となりました。もうち

ょっとで終わりますので、ちょっと我慢して聞い

ていてください。 

  本日は３項目ほど質問させていただきます。 

  まず最初に、自主財源確保についてお伺いいた

します。 

  厳しい財政事情を背景に、県内初め全国の自治

体では、新たな財源確保の観点から、広報紙など

への有料広告の掲載に踏み切っております。昨年、
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ちょうど１年前、この一般質問の中で質問させて

いただきましたが、再度質問いたしました。その

ときのご答弁の中に、企画部長より次のようなご

答弁をいただきました。 

  「十分に研究をして、取り入れられるものは取

り入れて、財政一般財源の確保に努力をすべき点

はあるというふうに思っております。市のバスに

広告を掲載しているが、年間の広告料はそんなに

大きな額にはならない。今後十分に研究をさせて

いただいて、何らかの方策を出すべきと思ってお

ります」と、以上のようなご答弁をいただきまし

た。 

  そこで、①の有料広告事業の取り組みをどのよ

うにご検討なされたかお伺いいたします。 

  次の②に移ります。 

  長野県から生まれたゼロ予算事業、その効果が

全国から注目を集めております。そこで、本市に

おきましても、②といたしまして、ソフト事業に

おいて職員みずからの知恵と力により事業を実施

する、那須塩原市版ゼロ予算事業として、今後の

取り組みをお伺いいたします。 

  大きな２番の福祉行政についてお伺いいたしま

す。 

  ①の昨年12月ごろよりインフルエンザの流行に

伴う未成年者の異常行動とタミフルの副作用など

について大きな関心がありました。また、最近、

高根沢町にて小学１・２年生の学年閉鎖などがあ

りました。子供を持つ若いお母さんたちからは、

不安と自衛策としてインフルエンザの予防接種を

受けたいとの多くの声が寄せられております。し

かし、子供の多い家庭ではこれが大きな経済的負

担となっております。65歳以上の方は無料でござ

いますが、そこで①の子育て支援の一環として、

インフルエンザ予防接種の助成を乳幼児にも実施

することについてお伺いいたします。 

  次の②へ移ります。 

  かつては子供のときに済ませておく病気という

イメージが強かったはしかの患者が、10代、20代

でふえ、関東地方を中心に、患者が集団発生した

大学などで休校が相次ぎました。本県におきまし

ても、栃木農業学校で集団発生し、学校閉鎖をす

るなど、流行が首都圏から地方に拡大され、今後

も患者数の増加が懸念されております。 

  そこで、②といたしまして、はしかの集団感染

の拡大防止の対応と予防の本市の取り組みをお伺

いいたします。 

  大きな３番目の地球温暖化防止についてお伺い

いたします。 

  先ほどの眞壁議員、また、ただいまの磯飛議員

と問題が重なりますけれども、一応お聞きくださ

い。 

  ①近年の大型台風、集中豪雨、猛暑、森林火災

など地球温暖化による異常気象は、農作物被害や

自然環境、社会生活に大きな影響を与えておりま

す。自然が私たちに警告を発しております。過去

50年間の地球温暖化の主な原因は、人間活動であ

ると言われております。 

  そこで、①地球温暖化対策の本市の取り組みを

お伺いいたします。 

  ②政府は、京都議定書の目標達成計画の進捗状

況を点検いたし、現状のままでは目的達成が極め

て厳しい状況を指摘され、対策強化の一環といた

しまして、国の庁舎のグリーン化、延べ面積

1,000㎡以上の庁舎を対象に、太陽光発電の整備

の導入や屋上グリーン化への対応を心得ておりま

す。 

  そこで、②といたしまして、庁舎、公共施設を

利用し、グリーンカーテンの実施をお伺いいたし

ます。 

  以上、３項目ほどお伺いいたします。よろしく
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お願い申し上げます。 

○議長（植木弘行君） 10番、平山啓子君の質問に

対し、答弁を求めます。 

  市長。 

〔市長 栗川 仁君登壇〕 

○市長（栗川 仁君） 10番、平山啓子議員の市政

一般質問にお答えをいたします。 

  私からは、１の自主財源確保についてお答えを

いたします。 

  初めに、有料広告事業に関しましての検討状況

についてお答えをいたします。 

  有料広告の掲載につきましては、財源の確保の

ほか、民間企業等に広告の機会を提供することに

よる市民サービスの向上や、地域経済の活性化が

期待されるものと考えております。 

  これまで、ほかの自治体等の事例などを研究し

てまいりましたが、今年度はさらに広告媒体や掲

載基準などの具体的な内容の検討を行い、年度中

にその方向性を示せるよう進めていきたいと考え

ております。 

  次に、那須塩原市版ゼロ予算事業につきまして

は、今年度から職員みずからが汗をかき、知恵を

出して進めていく「創意・工夫事業」として、33

件のソフト事業を位置づけ、スタートをしたとこ

ろです。 

  この事業は、予算がなければ事業ができないと

いう固定観念を捨て去り、職員一人一人が、市民

の皆さんが真に求めるサービスのために意欲を持

って取り組んでいくものであります。 

  また、新たな一歩を踏み出したばかりでありま

すが、今後とも市民サービス、市民満足度の向上

を図るために継続的に実施してまいりたいと考え

ております。 

  このほかにつきましては、市民福祉部長、生活

環境部長より答弁をいたさせます。 

○議長（植木弘行君） 市民福祉部長。 

○市民福祉部長（渡部義美君） それでは、福祉行

政につきましてお答え申し上げます。 

  まず初めに、乳幼児へのインフルエンザ予防接

種の関係ですけれども、インフルエンザ予防接種

につきましては、平成５年の国の公衆衛生審議会

で「社会全体の流行を抑止できる研究データが存

在しない上、流行するウイルスの型をとらえられ

ず、ワクチンの構成成分の決定が困難であること

から、予防接種制度の対象から除外することが適

当である」との答申があり、平成６年度より定期

の予防接種から削除されております。 

  効果や安全性について、国からの指導や情報が

ない状況から、現在のところ市独自に助成制度を

設けることは考えておりませんが、今後の調査や

研究など国の動向を注視してまいりたいと考えて

おります。 

  次、はしか、麻しんについてでありますけれど

も、平成18年度の予防接種法改正に伴い、麻しん

単抗原ワクチンから麻しん風しん混合ワクチンの

接種になり、第１期は１歳から２歳未満、第２期

は小学校就学前の１年間と２回の接種を実施して

いるところであります。 

  予防接種の周知につきましては、主に「予防接

種のお知らせ」や広報「なすしおばら」を活用し

て行っております。 

  なお、未接種の乳幼児につきましては、各種の

乳幼児健診時において保護者に対し、保健師によ

る個別指導を行い、麻しん予防の周知徹底を図っ

ているところであります。 

  最近、関東地域で乳幼児のほかに成人にも罹患

者が出ておりますが、県内における感染者につい

ては、関係機関における聞き取り調査により、ち

ょっと前になりますけれども、５月27日現在で

217名確認されております。そのうち県北健康福
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祉センター管内においては、子供３人、成人は２

人となっております。 

  成人等の定期の予防接種以外の方につきまして

は、自主的に抗体検査を行っていただくなどの周

知を図ってまいりたいと考えております。 

  なお、今後も定期接種期間における接種を勧奨

してまいりたいというふうに考えております。 

  以上であります。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） 私の方からは、３

番目の地球温暖化防止についてお答えをさせてい

ただきます。 

  まず、初めの方の地球温暖化対策の本市の取り

組みにつきましては、３番、眞壁議員にお答えし

たとおりでございますので、ご了承をお願いいた

します。 

  次の②の庁舎、公共施設を利用したグリーンカ

ーテンの実施についてお答えをいたします。 

  グリーンカーテンは、つる性の植物で夏の窓辺

を覆って日差しを和らげるとともに、葉から蒸発

する水分によって気温を下げる効果がございます。

また、暑い日差しを遮ることにより、エアコンの

効率が上がります。 

  先ほどのご質問にもありましたが、国では温暖

化対策として、６年間で国の庁舎のグリーン化を

集中的に進める考えを表明しております。 

  本市といたしましても、エアコンの効率化によ

る省エネ効果と、光を遮ることによる照明の影響

などを総合的に勘案して、検討していきたいと思

っております。 

  以上で答弁を終わります。 

○議長（植木弘行君） ここで10分間休憩いたしま

す。 

 

休憩 午後 ３時０２分 

 

再開 午後 ３時１２分 

 

○議長（植木弘行君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

  10番、平山啓子君。 

○１０番（平山啓子君） それでは、１番から再質

問させていただきます。 

  先ほど自主財源についての答弁をいただきまし

た。今年度に向けて前向きにやってくれるという

ことなんですけれども、今までやっていた市営バ

スの広告は、前から掲載していただいているんで

すけれども、そちらの方の市営バスの方の収入な

んかはいかほどだったんでしょうか、もしわかれ

ばお願いします。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お答えをいたしま

す。 

  生活環境部の方で所管しておりますので、私の

方からお答えをいたします。 

  ご存じのように、今年度は半年分で、あとは地

域バスになるものですから、半年の契約をさせて

いただきました。それによりまして、２台あるん

ですが、１台５万円ということで、２台で10万円

の契約をして、今、広告掲載をしております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 10番、平山啓子君。 

○１０番（平山啓子君） あと、10月からの運行予

定の（仮称）地域バスがありますけれども、こち

らの方にも掲載予定はあるんでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お答えをいたしま

す。 

  ご理解いただきたいと思いますが、今度は市営

バスではないわけです。民間が自分らで動かす分
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でありますので、広告料や売り上げはそこにみん

な入ってくるんです。今は市の方にお金が入るわ

けですけれども、そして赤字分を補助金を出すと

いう方式になりますので、ご理解をお願いいたし

ます。 

○議長（植木弘行君） 10番、平山啓子君。 

○１０番（平山啓子君） 先ほどのご答弁で、研究

していろいろ今、媒体の方で今年度じゅうに方向

性があるというんですけれども、どのような媒体

を今現在考えているんでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） この件につきましては、

間もなく７月に検討委員会を立ち上げまして、11

月ごろまでに方向性を出したいと、このように考

えています。その中で、媒体として活用できるの

ではないかと考えておりますのは、昨年もありま

したが、市のホームページのいわゆるバナー広告

のほかに、広報紙、それから各種封筒等がござい

ます。こういったもの、さらには庁舎等の施設、

それから公用車など、この辺を対象に、これをや

るということではなくて、これらを対象にいろい

ろ検討をしていくと、こういうことで考えており

ます。 

○議長（植木弘行君） 10番、平山啓子君。 

○１０番（平山啓子君） まだ、そうすると委員会

はこれから立ち上げて、11月にやるということな

んですけれども、本県では一番最初に取り入れた

のが西方町というところで、現在は宇都宮、足利、

鹿沼がいち早く取り上げて、栃木市は本年度から

新たにカラー有料広告というのを受け入れるなど

本当に前向きで、前年に比べて４倍の580万を見

込んで、今の事業者を募集しているところだとい

うのが昨日載っておりました。また、日光市も８

月実施を目指して現在事業所を募集中とか、先日

の新聞にも、益子町も９月を目指し現在は募集中

だと。 

  いずれも手が早いなという感じがするんですけ

れども、どちらにしても、自治体の財政から見れ

ばほんの微々たる収入でしかありません。しかし、

ある程度決まった収入以外に財源確保、市がみず

から営業して、みずから汗を流して稼いで、住民

サービス、地域活性化のために職員がみずから頑

張るというその意識革命にも貢献できるものと思

われます。 

  そこで、今、ホームページ、広報紙とかありま

したけれども、もしできるのであれば、少しでも

封筒なり一番やりやすいようなところからもう早

く取り組んでいってはいかがかなと思うんですけ

れども、どうでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） これを進めるのには、

基本的な事項を定める要綱的なものをまず統一し

て決めると。さらに、それを具体的に実施してい

くためにもろもろの基準づくりをしなくちゃいけ

ないと、このように思っております。 

  この辺がなかなか難しいところなんですけれど

も、ただ、いろんな市町村で、今、話がありまし

たように、やられている事例もありますので、な

るべく早くその辺はやっていきたいと思っていま

すけれども、そういう中で、ただいま申し上げま

したものが整って、さらに実施ができるというこ

とになれば、それはそれなりに努力はしてみたい

とは思いますけれども、基本的には今年度11月ご

ろまでに答えを出して、ＰＲをしということで、

今の事務局の考え方としては、新年度からスター

トをさせたいと、こんなふうに考えております。 

○議長（植木弘行君） 10番、平山啓子君。 

○１０番（平山啓子君） わかりました。一日でも

早く実行されるように要望いたしまして、次のソ

フト事業についてお伺いいたします。 
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  先ほど33件、事業が出たということなんですけ

れども、先日も、やはりこれも新聞の記事なんで

すけれども、足利市のチャレンジ事業ということ

で、職員の方々が、関心ある職員でチームを組み、

意欲を持って企画立案するという、県内自治体で

は珍しい取り組みということで、そのようなチャ

レンジ事業ということで出ておりました。 

  そこで、先ほども、33件という中には、どのよ

うな事業の内容、また、どのような方の実施メン

バーが、もしわかりましたらお願いいたします。 

○議長（植木弘行君） 総務部長。 

○総務部長（田辺 茂君） お答えをいたします。 

  平成19年度からスタートいたしました那須塩原

市版のいわゆる創意工夫事業ですけれども、33事

業ということでかなり多い数でございます。それ

ぞれの部ごとですけれども、例えば企画部では、

従来から実施をしておりました車座談議、それか

らトワイライトサービス、広報モニターなどが位

置づけをされておりますし、総務部では、窓口案

内業務、そのほか、地域自主防災活動の支援であ

るとか、今年度に限って言えば、総務課とスポー

ツ振興課における自動体外除細動器の設置整備と

か、フリーマーケットの開催の支援、その他もろ

もろ、33事業でございます。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 10番、平山啓子君。 

○１０番（平山啓子君） それの中で、表に打って

出るというような、そのような事業は、市職員独

自でみんな職域を越えて、何か一つのテーマに絞

って少し期間を区切って何かやるというような、

そのようなアイデアというか、事業は入っていま

すか。もしありましたらお願いします。 

○議長（植木弘行君） 総務部長。 

○総務部長（田辺 茂君） ご質問にありました、

足利市におけるチャレンジ事業の詳細について、

詳しく承知しておりませんけれども、創意工夫事

業として計上しております33事業は、いずれも職

員が創意工夫事業として位置づけて、みずから汗

をかき、市民の負託にこたえるために実施をして

いくという事業ですので、そういう意味での趣旨

そのものは同じものであるというふうに認識をし

ております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 10番、平山啓子君。 

○１０番（平山啓子君） じゃ、今後の職員の方々

の努力というか、活躍を期待しております。 

  ある方の言葉なんですけれども、「理想を描き、

その実現に向かって具体的な目標を設定し、みん

なが心を一つにして進んでいけば力が出る。目標

のないところに前進はない。何よりも大事なこと

は、みんなのやる気をどう引き出していくか。一

人一人の勇気こそが一切の原動力である。それを

忘れたときにすべては行き詰まってしまう」とい

う、これも私も励みの言葉としているんですけれ

ども、じゃ、次の福祉行政のインフルエンザの方

に入っていきます。 

  これはいろいろな財源のことで厳しいと思うん

ですけれども、やはりこれも事例なんですけれど

も、鹿沼市において本年度、19年度の期間限定と

いうことで10月から12月の間に、就学前までの方

に限り１回につき2,000円の補助を出しますと。

それで、この場合は任意で希望者の方でと、約

4,500人のお子さんを見込んでおります。また、

そういう中で、宇都宮におきましては１歳のみ、

それは１回1,000円ですけれども、今は大体接種

費用というのは医療機関によって差がありますけ

れども、大体2,000円から4,000円前後だと。予防

には、接種の効果を高めるため、どうしても小さ

なお子さんは２回接種が必要とされております。 

  子供が多い家庭では大きな経済負担になってい
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るんですけれども、ここを市独自で補助をすると

か、それにも何らかの助成ができないものかお伺

いいたします。 

○議長（植木弘行君） 市民福祉部長。 

○市民福祉部長（渡部義美君） お答えいたします。 

  宇都宮、鹿沼の事例を今、議員の方からお話し

いただきましたけれども、どういういきさつで宇

都宮、鹿沼市が乳幼児の、一部違いますけれども、

インフルエンザ予防接種を導入したかといういき

さつ、まだちょっと私、存じ上げておりませんの

で、そういったものも含めまして、仮に那須塩原

市で乳幼児に対してインフルエンザの予防接種が

必要だということも含めて、いろいろな機関並び

に医師会とも当然協議をしていかないと、なかな

かすぐには導入ができないのかなというふうな感

じがしておりますので、先ほど答弁いたしました

ように、研究をさせていただきたいというふうに

思っております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 10番、平山啓子君。 

○１０番（平山啓子君） ありがとうございます。 

  今後、何とかその助成をしていただけるような

方向で努力していただきたいと思います。 

  じゃ、次のはしかの方に入ります。 

  はしかも、たまたまこれはやはり那須塩原市、

主婦の若いお母さん、35歳の方の新聞記事なんで

すけれども、ちょっと読んでみます。 

  「全国的にはしかが流行していますが、小学生

を抱える親として心配をしています。はしかの場

合、これまで１歳から７歳６カ月までに１回予防

接種が公費で行われていました。そして昨年から

制度が変わり、就学前にもう一回予防接種、通算

２回するようになりました。そうなると、１回し

か接種していない子供が感染しないかと不安にな

ります。個人的に医療機関で予防接種をしてもら

うことは可能でしょうが、費用が高いようです。

今の制度にはありませんが、希望者が追加接種す

る場合、少しでも公費負担をしてもらえれば助か

ると思います」と、このような記事が載っており

ました。 

  これもインフルエンザに続いてあれなんですけ

れども、これまで予防接種をしていなかった乳幼

児、児童生徒を対象に、何らかの予防接種の補助

はできないか、また質問いたします。 

○議長（植木弘行君） 市民福祉部長。 

○市民福祉部長（渡部義美君） お答えいたします。 

  先ほど申し上げましたように、現在は２回接種

が、一応、市として義務づけをいたしまして、そ

れに対して補助をしているということになります

けれども、今まで接種をして、単品で接種を受け

ていた方で、たまたま風しんに罹患して、風しん

の単独接種をしたもので、麻しんを希望するとい

う方もおるんです。そういった方には、麻しんだ

けでも助成をする部分があります。その逆もあり

まして、麻しんに罹患していて、風しんを単独接

種するに当たって、風しんのみを希望する場合、

ですから、今は麻しん風しん２種混合ワクチンで

接種をしていただいていますけれども、単品でや

っていた方で、麻しんと風しんをもう一度単品で

受けたいという方についても、今現在は市として

個別接種という形で認めております。 

  以上であります。 

○議長（植木弘行君） 10番、平山啓子君。 

○１０番（平山啓子君） ありがとうございます。 

  はしかの感染は、これからピークを迎えること

と思います。そこでは、市としても迅速な対応を

強く求めるものであります。 

  ５つほど要望を申し上げます。 

  １つ、早急に市内未就学児、小中学校児童生徒

の未罹患・未接種者数の調査、把握をしてくださ
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い。 

  ２つ、市内のはしか未罹患、またはワクチン未

接種の未就学児、児童生徒が予防接種を受けやす

いように、積極的な対策を講じてください。 

  ３つ、集団発生のおそれがある場合には、高校

生、大学生、成人についても予防接種を受けさせ

るよう、高校、大学、企業に要請をしてください。 

  ４つ、ワクチンの十分な確保について、国に要

望してください。 

  ５つ、市民の不安を解消するため、具体的な予

防策、発症した場合の対応について周知徹底をす

ること、また、総合的な対策検討チームを庁内に

設置すること、この５つを要望いたしまして、次

の地球温暖化に入ります。 

  先ほど眞壁議員の方にも詳しくご答弁がありま

した。その中で、これから地域推進計画、官民が

一体になって、市民の実行する部分と、これから

説明会、シンポジウムを開くということなんです

けれども、私たちというのは、やっぱり上からと

いうか、与えられないとできないですよね。待っ

ている立場というか、やはり今何が私たちにはで

きるだろうということで、やはり一番簡単な、だ

れにでもできるということで、ましてお金もかか

らないということで、このグリーンカーテンを出

してみたんですけれども、あと、市独自で例えば

現在各家庭にこのようなことでＣＯ２の削減をし

なさいということを何か特別やっていますでしょ

うか。 

  あと、これはこの間、回覧板でどこのうちにも

回ってきたと思うんですけれども、省エネチャレ

ンジ大作戦ということで、これは県でやっている

ことなんですけれども、市独自で、各家庭で賢い

奥さん方は自分なりにやっている方もいらっしゃ

ると思んですけれども、市独自で、一番簡単で長

続きするようなことでご提案しているようなこと

がありましたらお願いします。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） 今回のご質問に

もたくさんいろいろ出ておりますが、ＣＯ２を減

らすのは、ごみ減量をする、これはもう主婦が

レジ袋をもらわなければ、つくるときに発生する

ＣＯ２は当然減ってくるということで、ごみ減量

はＣＯ２の削減と直結しているわけですね。それ

はだれでもできるわけです。主婦は特にやりやす

い分野なのかなと、家庭のごみを、買うときの段

階からもらわない、過剰な包装のものは買わない

と、そうしていただくことがよろしいかと思って

おります。 

  改めて何かやり出すと、この今忙しいご時世で

すから、なかなか大変だという話になってしまい

ますが、今までやっていることをより少し進めて

いただければ十分できると思いますので、何かア

ドバルーン的に余りやる必要なくできるのかなと

思っておりますので、その辺、ご理解いただけれ

ばと思います。 

○議長（植木弘行君） 10番、平山啓子君。 

○１０番（平山啓子君） あと、自然環境の重要性

を学ぶということで、教育の現場においては、小

学生、中学生はどのようなことでその環境のＣＯ２

の削減とかそういうのを学んでいるんでしょうか。

特別何かやっていることがありましたらお願いし

ます。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） 環境教育、ごみ処理とか

省エネに関しまして、やはり小さいころからその

習慣をつけるということで、学校では、ごみの分

別、それから省エネとして、自分たちが、手動で

すが、電源のスイッチを切って電気を消すとか、

それから冬では、暖房では、太陽が照るときには

なるべく使わない、冷房はありませんので、冬期
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のそういう省エネに関する教育は地道に続けてい

るところでございます。 

  それから、緑に関しましても、やはりかなり計

画的に学校独自で各学校が取り組んでいるところ

でございます。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 10番、平山啓子君。 

○１０番（平山啓子君） 学校においては、給食の

きっと残飯が出ますよね。その残飯を利用して、

例えば各教室で残飯から堆肥をつくるとか、その

ような実験というか、そのようなことはやってい

るんでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） 現在のところ、教育委員

会の方にはそういう取り組みとしては入ってきて

おりません。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 10番、平山啓子君。 

○１０番（平山啓子君） できましたらこういう機

械を、市で半額出ますし、各学年ごとに、そうい

うような自分たちの食べ残しが肥料になって花壇

に返すとか、そのようなあれで一つ一つ、そうい

うのも実験というか、やっていってもいいんじゃ

ないかなと思います。 

  あと一つ、少し不思議だなと思っているんです

けれども、私たちは旧西那須野町なんですけれど

も、「黒磯はまだ黒いごみで出しているのよ」と

聞かれるんです。そうすると西那須野の私たちは、

瓶、缶、危険物、ペットボトル、全部きれいにや

っているわけなんですけれども、そうすると近隣

のおばちゃん連中が「何で黒磯だけ黒いのでまだ

いいの、あんたらは何やっているの」と、こうい

うふうにいつも怒られている調子なんですけれど

も、これが第二期のごみ処理が稼動するまでには

きっとなると思うんですけれども、やはりこうい

うのこそすぐにできる、そんな何十種もの品目を

分けなくてもあれですから、それこそ処理機がや

はり破損する、故障する原因にもなると思うので、

そういう、まずは、その簡単というか、その袋だ

けでも何とかならないのかなと、これはいつも疑

問なんですけれども、これはやはり第二期ごみ処

理機ができるまでこのままいっちゃうんですかね。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お答えをいたしま

す。 

  結論的に言いますと、第二期に合わせて、分別

の仕方とか、一部有料化のお話とか、ごみ袋の指

定とか、そういうものを取りまとめて、細かく地

域住民の方にご理解をいただくという作業をした

中で導入をしていきたいということで、一方的に、

いついつからぽんと透明にしますというやり方じ

ゃなくてやっていきたいと思っておりますので、

ご理解をいただきたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 10番、平山啓子君。 

○１０番（平山啓子君） じゃ、そちらの方でよろ

しくお願いいたします。 

  ちょっと本題と外れちゃうとあれなので、申し

わけございません。 

  じゃ、次のグリーンカーテンなんですけれども、

これも少ない予算でできるので、庁舎の各黒磯、

西那須野、それと塩原の日差しが当たって暑いと

ころで、ひょうたんとかそういうつる、そのよう

なところで、ぜひ一度試してみて、カーテン設置

したところとしないところ、また、室内にいる職

員の方々のそれぞれの体感温度の変化とか、植物

のＣＯ２の吸収などを調べて、やはりこれを栃木

市なんかはことしで３年目を迎えるということで、

エアコンの稼動の時間が短縮されたとか、少ない

ですけれども、そのような実験もしてございます。 

  ですから、本市におきましても、これもやはり
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一つのＣＯ２削減で大きな協力と思うので、ぜひ

日差しが当たるところでやっていただきたいんで

すけれども、この件はいかがでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お答えをいたしま

す。 

  施設管理は、それぞれの部局でそれぞれ責任を

持って管理していただいておりますけれども、総

体的なお話でお答えさせていただきます。 

  答弁にもさせていただきましたが、ヒートアイ

ランドと言われている大都市圏よりは、那須高原、

または那須高原に近い我々の地域は、まだまださ

わやかな風も入ってきておりますので、我々とし

ては、夏になっても時々窓をあけて空気を入れか

えたりしてやっております。 

  グリーンカーテンももちろん、答弁の中にしま

したように、効能も認めるところでありますが、

風通しも悪くなる部分もなきにしもあらずという

こともありますので、よしずならばよければいい

とかとありますけれども、張ってしまったものは

なかなか取れないわけですので、そういう意味も

あろうかな。 

  またあと、今、窓際は一応昼間は消灯させてい

ただいています。もちろん曇りの日はちょっと無

理ですけれども。そうすると今度日陰になると、

窓際も電気をつけさせていただかないと、ちょっ

と目を悪くするというような形になってしまいま

すので、その辺、ケースバイケースで、それぞれ

の施設管理の中でそれぞれの分野が判断して、小

さいところから始められるものから始めていきた

いとは思いますけれども、総合的に全市を挙げて

取り組んでいくというレベルには、まだ現在はそ

の考えには至っておりません。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 10番、平山啓子君。 

○１０番（平山啓子君） できればそういうのが各

公共施設とか学校とか企業なんかにも試されれば

いいかなと思って、この問題を出してみました。

私は、うちへ帰ってやってみたいと思います。 

  最後に、大量生産、大量消費の浪費社会から環

境に優しい循環型社会へ一人一人が環境意識を高

め、日常生活の中でどれだけ粘り強く取り組んで

いけるかどうかが、人類の未来を決めることにな

るとも言われております。 

  これで質問を終わります。ありがとうございま

した。 

○議長（植木弘行君） 以上で10番、平山啓子君の

市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎散会の宣告 

○議長（植木弘行君） 以上で、本日の議事日程は

全部終了いたしました。 

  本日はこれをもって散会いたします。 

  ご苦労さまでした。 

 

散会 午後 ３時３８分 
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